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要 旨

1990年 6月申～下 旬 に シ ンガ ポール､ タイ､ 韓 国 を訪 問 し､ 科学 技 術 の動 向

及 び科学 技術 政策等 につ いて調 査 した｡

1. 各国 とも研究開発 に近年､ 力 を入 れて い るが､ 現 状 では主 に応用 開発 や外国 の

技 術 の消 化､ 吸収 を 目的 として い るため､ まだ独 自の技術 を生 み出す段 階 に は至 っ

てい ない｡ 工 業化 に必要 な技術 は先 進 国か らの直 接投 資 や技術 導 入 に多 く依存 して

い る｡

2.各国 とも､ 産業 の高 度化 を迫 られ てい ることか ら､ 科学技 術 の重要 性 を強 く意

識 してい る｡ シンガ ポー ル､ 韓 国 で は､ 政府 は自国 の研究開発 を推進 して お り､ 政

府 の研究 開発 予算 は増加 してい る｡ また国全体 の研究 開発費 の対 GNP比 は高 ま っ

て い る｡ 各国 とも研究 開発の重 点分 野 として電子､ 材 料､ バ イ オな どを掲 げてい る｡

しか しなが ら人材､ 資金､ 研究 基 盤 の各面 で､ まだ不 十分で あ り､ 先進 国 の急速 な

技術進歩 に必 ず しも追 い ついて はい ない｡

3.各国 の研 究 開発 の特 徴 は､ シンガポー ルでは サ イ エ ンスパー クを開設 し､ 外 国

企 業及 び ジ Fイ ン トベ ンチ ャー の研 究所 を招致 してい るO タイで は､ 先 進 国 か らの

協力 に頼 る研 究 プロ ジェ ク トが比重 が大 きい｡ 韓 国 で は民間 の研 究所 の設立 が相 次

いでお り､ 国 の研究 機 関 の果 たす べ き役割 が模索 され てい る｡

4.各国 とも理工系 の人 材 の育成 に は努 めてい るO シ ンガポー ル､ 韓国 で は毎年 の

大 学卒業生 が増加 してい る｡ しか し､ 技術者 の層 は国全体 と して はまだ薄 い｡

5. 日本 か らの技術 移転 につい ては､ 日本 とアジ ア各 国 とりわ け韓国 とUA)間 に大 き

な認識 の ギ ャ ップが存在 してい る｡ 各国 は工業化 を進 め るため､ より高 度 な､ よ り

広 汎 な技術 を必要 と して い るの で､ 日本 な どの先 進 国 の企業 や政 府 は も っ と技術 移

転 を進 めて は しい とい う期待 が あ る｡ 他方､ 日本 側 か らは技術移 転の主 体 は企業 で

あ り､ 商 業 ベ ー スで行 わ れ るので､ 技術移転 が進 まない とす れ ば受 け入 れ側 の技 術

吸収 にも問題 がある とい う指摘 が あ る｡

6.現地 へ進 出 して い る 日本 の製造 業 では､ 現地 の労 働 力の質 は良 いが､ 技 術者層

は乏 し く､ ジ ロブホ ッピ ングが多 い のが悩 み とな ってい る｡

現地 で採用 した技 術者 は日本 で研 修 ･訓練 を横 ませ ることも多 い｡

7. 日本 の ア ジア諸 国 に対す る技術 面 の協 力 につ いて は､ 技術者 の養成 な どの人作

りや､ 研究基 盤作 りに対 す る援 助 や環境問題 な どで は政府間 の技 術協 力 を行 う必 要
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性 が大 き く､ また民間企業において も､ 現地国の発展 に応 じ､ ア ジア地域 で製品開

発､ 設計､ 研究 などを現地化 してい くことが必要 であ る｡ 例 えば シンガポールでは

最新の技術 を用 いた生産 を日本企業 が行 っている例が ある｡ さらに全地球 的な環境

･資源問題 や開発途上国固有の間藤 に対 し､ 先進 国の科学技術 を使 って解決 を囲 っ

てい くこ とも考 えられ る｡

- 2 -



Ⅰ調査 の背景 と目的

(1)調査 の背景

昨今､ 日本 が国際 的な役割 を果 たす こ とを求め る声 が内外 か ら高 ま ってい る｡

日本 が急速 に欧米 にキ ャッチ ア ップし､ 経 済大国 とな った原動 力の一 つ と して産

業 技術 の革新 が あった｡ 日本 と して も途上 国 への経済 協力を増 や して きてい るが､

これ ら途 上国 に対す る技 術 的な協力 につ いて も､ 今後､ 相手 国 の国情 に応 じて どの

よ うに進 めて い くか総合 的に検 討 してい くこ とが必要 になってい る｡

途上国 は､ 全般 的 に石 油 シ ョ ック以降､ 経 済成長 は頭打 ち といわれ て い る｡ しか

し､ 日本 に とって政 治､ 経済 的 につ なが りの深い東 ア ジア圏 の い わゆ るアジアNI

ES､ ASEANは工業 化 を続 けて い る｡ 日本に とって も引続 きこの地域 の発展 は

重要 であ り､ 技術支 援 を してい く必要性 は大 きい とい えよう｡

ア ジアNIES､ ASEAN諸国 は工業 化 に際 して､ 外資 導入 を効 果 的に行 って

きた｡ 一 方､ 食料品､ 繊維､ 雑 貨 な どの中小 企業 も成長 して い る｡ 国民 1人 当 りの

GNPをみ る とシンガポールで 88年 に 9350番､ 韓国で 4024番､ タイは 8

7年 に 870番 とな って い る｡ 今後一層 の工 業化 を促 進す るには技術 の向上 が欠 か

せ ない と考 え られ る｡ しか し､ これ らア ジアNIES､ ASEAN各 国 とも､ 科学

技術 の向上 の重要性 は認識 して い るが､ 研 究 開発 や技 術導入 の ための資 源 は限 られ

て お り､ 国情 に合 った技 術 開発 の戦略が問題 とな って い る｡ 途上 国で は全般 的に政

府 の政策 が経 済発展 に大 きな影 響 力 をも って お り､ ア ジアの これ らの地域 で も国 の

政 策 が技術 の発展 を左右 してい くと考 え られ る｡

これ までの技術の発展 形態 は概 して外国 か らの直接投資に よ る技術移 転､ あ るい

は技術移 転契約､ プ ラン ト輸入 な どが主 な チ ャンネル であった｡ 今後 ともこのよ う

な外 国依 存 を続 けて い くのか｡ 自国 の技術 開発 目標 を どの程度 の水準 に置 くのか｡

さ らに途 上国 の技術 の発展 の あ り方 として､ 適正技術､ 中間技術 とい うもの を重視

のか､ 先 端技術 を導 入す るこ とに よ り､ 後 発性の利益 を学受 しよ うとす るのか｡

国 に よ り置 かれ た状況 はか な り異 なって お り､ 各 国 の科学 技術 政策 を比較 してみ

る必要 が あ る. こう した観 点か ら シンガ ポー ル､ タイ､ 韓国 の科 学技術 の現 状 と政

策及 び 日本企 業 の技 術移 転 の果 たす役割 を､ 総合 的 に把握す るこ とは､ わが国の科

学 技術政 策研 究 に大 きな意味 を持 ってい る｡

(2)今 回の調査 日的

① 各 国 の科学技術政 策 の特徴

各国 の科学技術政 策 の概要､ 政府計画､ 主 要 プ ロジ ェク ト等 について理解 を深 め

る｡

② 先進国 の科 学技術 政策 や協力 に期待す る事 柄

科学技 術 や経済の 振興 にあた り先進国 の科 学技術面 での政府 間協力及 び科 学技術
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政策 に期待す る事柄 を聴 取 し､ 今後 の 日本 の科学 技術 政策 の国際 協力の フレ- ム ワ

ー ク作 りに生 かす｡

③ 現 地 日本企 業 の活 動状 況

日本企業 の技術移 転 の状況 (直接投資､ 技術提携 な どの技術移 転効果 について)

を特 に調査 す る｡

その他､ ア ジア各 国 の科学技 術関連 の統 計 の収集 に努 めた｡

Ⅲ訪 問先及 び調査 日程

6月 13日か ら6月 23日の 11日間､ 下記 の スケ ジュー ルで､ シンガポー ル､

タイ､ 韓 国 の 3カ国 の政 府当局 者等 に対 し､ 各国 の科 学技術 政策及 び それ を取 り巻

く状 況､ 日本 との協 力 関係等 につ いて ヒア リングによ り調査 を行 った0

調 査者 は､ 科 学技 術政 策研究 所第三調査 研究 グルー プ研究 官 木場 隆夫､ 科学技

術政 策研 究所 客員研 究 官 東芝 技術 企画 部 企画担 当部長 亀 岡秋 男 の 2名 で あ る｡

スケ ジ ェ- ル

13日 (水 )東京 発 シンガ ポー ル着

14日 (木 )午前 シ ンガポール標準 工業研究 院 (SISIR)訪 問

午後 シンガポー ル科学 会 議訪 問

15日 (金 )午前 ジ ェ トロ訪 問

午後 ソニー プ レシジ ロン社訪 問

17日 (日) シンガ ポール発 バ ンコク着

18日 (月 ) 東 芝 の子会社 (タイ東 芝 コンシ ュー マー ･プロ ダクツ､ 東芝 デ

ィス プ レイ ･デバ イス社 )工場訪 問

19日 (火 )年前 タイ科学 技術 エネル ギー省 を訪 問

午後 タイ科学 技術 開発委員会､ タイ科学技 術研 究院訪 問

20日 (水 )バ ン コク発 ソ ウル着

21日 (木 )午前 韓 国科学 技術研究 院科学技術政 策研究評価 セ ン ター (CST

P)訪 問

午後 科 学技術 処 ､ 商工 部産業研究院訪 問

22日 (金 )午前 ジ ェ トロ訪 問

午後 韓 国 TDK訪 問

23日 (土 ) ソ ウル発 東 京着
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訪 問先及 び面 接 者

訪 問先 は主 に各 国 の科 学 技 術 関 連 政府 機 関及 び 日系 現 地企 業 で､ 具 体 的訪 問先 及

び面 接者 は下 記 の とお りで あ る｡

① シ ンガ ポー ル標 準 工 業 研 究 院 (SISIR)

技術 移 転 課 長 Mr･.TeoNan-Kuan

② シ ンガ ポー ル科 学 会 議

ActingExecutiveDirector Mr.YamSiew-Him

lnternationalHead Mrs.RosaRang-Tan

⑨ ジ ェ トロ ･シ ンガ ポー ル セ ン ター

次長 橋 本 芳 雄 氏

④ シ ンガ ポー ル ･ソニー プ レ シ ジ ぎン㈱

副社長 関 谷 氏

⑤ タイ東 芝

㈱東 芝 バ ン コク事 務 所 所 長 田島 光氏

東芝 コン シ ュー マー プ ロ ダ ク ツ腺)(タイ)社 長 竹田 貞雄 氏

東芝 デ ィス プ レイ デ ヴ ァイ ス㈱ (タイ ) 社 長 新谷 要氏

⑥ タイ科 学 技 術 エ ネル ギ ー省

次官 補 Dr.AphiratArunin

政策 企 画 課 長 Mr.ChirapandhArthachinta

技術 国 際 関係 課 長 Mr.SajjaBoonthittanont

⑦ タイ科 学 技 術 開発 委 員 会

企画 課 長 Dr.NitChantramonklasri

⑧ タイ科 学 技 術 研 究 院

企画 室 長

⑨ 韓 国科 学 技 術 院 (KI

所 長

⑩ 韓 国科 学 技 術 院 (KI

国際 広 報 課 長

⑪ 韓 国科 学 技 術 処

技術 協 力 官

⑩ 韓 国商 務 部 産 業 研 究 院

日本 室 長

⑩ 韓 国 ジ ェ トロ

次長

⑭ 韓 国 TDK㈱

社長

Mr.ChalermchaiHonark

ST)科 学 技術 政 策 研究 評 価 セ ンター (CSTP)

金 永 祐 氏

ST)

張 在 重 民

梅 甲滞 氏

金 都 亨 氏

崎 岡 洋 右 氏

水野 正 男氏
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Ⅲ調査結 果 の概要

シンガ ポー ル､ タイ､ 韓国 の科学技術 の現 状 と政策 等 につ いて現地 調 査 した結 果

を まとめ た｡

(1)科 学技 術 の現 状 と問題点

(か研究基 盤

各国 とも研 究 開発 基盤 は まだ十分整備 され てい ない｡ 先進 国 に比べ､ 研究 開発 費

や人材 の点 で不 十分 で あ る. 国 別 では シンガ ポー ルは研 究 開発費 は増 加 させ てい る

が､ 人 口 が少 ない こ とか ら研究 人材資源 は それ ほ ど大 き くない｡ 韓国 は､ 近 年研 究

開発 に急 速 に力 を入 れ て お り､ 研究 開発費 の対 GNP比 は 2%に近づ くな ど､ か な

り向上 してい る｡ 韓 国 で は 80年代 に急速 に民間企業 に よる研究 開発 が増加 し､ そ

の ため研 究 開発費 に 占め る政府 部 門の割合 は急落 した｡ タイはか な り低 い水準 に と

ど まって い る｡

研究 開発 の性格 は韓 国､ シンガ ポールで は応用 開発研究 や外 国 か らの導入技術 の

吸 収が主 で あ る｡
●

② 外国企 業 へ の依存

各国 とも国 内の研 究 基 盤 が薄 いので､ 工 業 に必 要 な技術 は外国 企業 に依存 して い

る｡ シンガ ポー ル､ タイでは機 械 工業 は主 と して 日米 の企業 の子 会社 が担 い手 とな

ってい る｡ シ ンガポー ル は外資 会社 のハ イ テ ク化 を誘導 す る政策 を とって お り､ サ

イ エンスパー クな どの研 究 イ ン フ ラの整備 に努 め てい る｡ 韓 国 は 自国資 本 に よる工

業 化 に努 めて お り､ 外 国 か らの 技術導入 に よ り技 術発展 を図 って きた とい え る｡ 最

近､ 民 間企業 が研究 開発 に力 を入 れ てい る｡

技術導 入費 をみ る と研 究 開発 費 に対す る比率 は全般 に高 く､ と くに タイで は研 究

開発費 を上 回 ってい る｡

⑧ 教育水 準

現地在 住 日本企業 幹部 らの見 解 に よれ ば､ シンガポー ルの教育水準 はかな り高 い｡

韓 国 は理 工 系 学生 を大量 に養成 して い るものの､ その質 について は必 ず しも十分 で

は ないC タイ で は教 育 の充実 に努 めてい るが､ 理 工系大学卒業生 は年 3000人 と

あ まり多 くな い｡ さ らに国民 の気 質 として､ 各国 とも､ もの作 りをあ ま り重 要視 せ

ず､ 理工 系 の卒業生 とい え ども生 産 現場 に入 りたが らない とい う面が､ 現場 を尊 ぶ

日本 と違 うと言 われ た｡

(2)中長期 的 な科 学技 術政策 の方 向 とその問題 点

① 政策 の 目標

各国 とも政 策 の 目標 は工業技 術 を進歩 させ るため､ 応 用 開発 を行 って い くことで

あ る｡ い ずれ も産業 の高 度化 の ため技術 開発 の必要性 を強調 してい るO とりわけ韓
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国 で はその た め官民 ともに大幅 な研 究 開発投資 の増額 を行 ってい る｡

⑧ 優先分 野

各国 とも電 子､ 機 械､ 情報 関連､ バ イオ､ 材料 な どを優先 分野 として と りあげ､

生産技術 を重 要視 してい る. 各 国 とも､ そ もそも科学 技術政 策 は経済 開発政 策の一

環 であ るので､ どの分野 に科学 技術 政策 の重点を置 くか とい うこ とは､ 産業 の方 向

性 と密接 に結 び付い てい る. シ ンガ ポール､ 韓国 は組立 ･加 工輸 出型 の産業 を指 向

して お り､ また タイで は それ らに加 え､ 農 業 の振 興 を 目指 し､ バ イオ技術 に力を入

れ てい る｡ 各 国の これ らの産業 の方 向によ り､ 技 術 開発 の優 先分 野の ウエイ トのつ

け方 には差 が み られ る｡

しか しなが ら研究 開発 基盤 の脆 弱 さによ り､ そ うしたハ イテ ク分野 で の研 究 開発

とい う目標 は困難な面 を みせて い る｡

また､ その よ うな分野 での先端技 術 が国 の産業 の将 来 に重要 で ある と して も､ 実

際 にはそれ以 前 に､ 電子 部品､ 機械､ 金属加工､ プレス､ 鋳 造､ 設計､ 工程 管理､

品質管理 な どの基礎 的な産業技術 が根付 いていな い こ とが､ 産業 にお け る大 きな問

題 で あ る との多 くの指摘 があ る｡

③ 外国資 本 へ の期待

ア ジア各 国 では自国 の工業化 を進 め るにあた り､ 外 国資本 に どの よ うに対 応す る

か につい て は､ 国に よ り大 きな違 い をみせ てい る｡ 韓 国 は民族 資本 に よ る発 展 を志

向 してお り､ 基本的 に外 国か らの技 術 の導 入 を期 待 してい る｡ しか し､ 現在､ 研 究

ポテ ンシ ャル の不足 と技 術移転 の渋 りによ り､ 技 術高度化 の壁 に突 き当 た ってい る｡

昨年 か ら外 国 製造業 の投 貿 自由化 を行 ったが 日本企業 の投資意欲 は低 い よ うであ る.

シ ンガ ポー ルはこれ まで外資企業 の 自由 な活動 に よ って技術 高度化 を促進 し､ 一

応 の成功 をお さめて い る｡ タイ は機 械工業 部 門は主 と して 日米 の外国資本 の直接 投

資 で行われ て きてい る｡ しか し､ 外 資 の経済支配 に対 す る警戒 感 はあ り､ 民 族資 本

との調和 を望 んでい る｡

先進国 での技術開発 が ス ピー ドア ップす るなか で､ ア ジアの国 々に とって､ どの

程度外資 企業 の 自由活動 を認 め るか､ 地元企業 を どう育成 して い くのか､ 技 術導入

と国 内研 究 開発 を どの程 度行 うか な ど微妙 な選択 の問題 が多 くな ってい る｡

④ 人材 の育成

い ままでの技術者､ 研 究者 の育成 努力に よ りシ ンガ ポール､ 韓 国で はかな りの成

果 をあげて きてい るが､ 質 の向上 が なお求 め られ る ところで あ る｡ 多種 にわ たる技

術 の人材 を育 成す る ことは､ なお長 期 の投資 が必 要 で あ る｡

優秀 な人材 は海外 に流 出す る傾 向 が あ り､ 国 内 に研 究 開発機 関やハ イテ ク企業 の

立地 が求 め られ る｡ シンガポー ルで は これ らの条 件 を整 え､ 呼 び戻 しに成功 す る例

も出てい る｡
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⑤ 研究 開発 機 関 ･システ ムの発 展

シンガ ポー ルではサ イ エ ンスパー クを整備 し､ 外国 のハ イ テ ク企業 が入 居 してい

る｡ これ は成 功 して い るが､ まだ 58企業 に過 ぎず､ 量 的に は それほ ど大 き くはな

い｡

タイで は研 究 開発 はほ とん ど公 的部門に限 られ るO 韓国で は 80年代 か ら民 間の

研 究所 が多 く設立 されて い るが､ 人 材 に乏 し く､ 蓄積 も少 な いので､ まだ有 効 に働

いていない よ うであ る｡

以上 の よ うに研究 開発 機 関 ･シス テムを確立す るに は､ 各 国 ともまだ多 くの投資

と知識 ･経 験 の蓄積 が必 要 と され る｡

(3) 日本 な どの先進国 との協 力関係

各国 とも 自国 の研 究 開発能 力 で は不十分 なので､ 先進国 との協 力を求 めて い る｡

日本 と して も技術 協 力 に積極 的 に対応 して きて い るが､ ア ジア諸国 と して は 自国

の技術水 準 が先進国 と大 きな差 が あ るこ とか ら､ い まだ満足 して はいない｡

具体 的 な協 力の要 望 について は､ 今回の調査で は聞 く時間 が なか った｡ こ こでは､

日本 の技術 協 力の今 後 の課題 につ いて､ 政府 関係 者等 との対 話 を通 じ､ い くつか気

が付 い た こ とを述べ る｡

① 技術協 力 の充実 の必要 性

日本政府 と しては技術 協力 を今後､ 増加 させて い くこ とが ア ジア諸国 との友好 関

係 の維持 に必 要 で あ る｡ しか しなが ら､ 技術協力 を どの ようなチ ャンネル を通 じ､

どの よ うな量､ 質 で行 ってい くのか は難 しい問題 であ り､ 技 術協 力の理 念 に も関係

して くる｡ さらに､ ア ジア とい って も一様 ではな く各 国 の状 況 に応 じた対 応 が必要

で あ る｡ ア ジア地域 の経 済発展 に は､ さらに各国 が工 業化 を進 め､ よ り高度 な､ そ

して裾野 の広 い技術基盤 を持 つ必要 があ る とい う事 を踏 まえて､ 技術協力 を さらに

充 実す るべ きで あ る｡

② 民 間の技 術 移転 の持続

日本 の民 間 の技術移転 に対 して は､ 各国 とも非 常 に大 きな期待 があ る｡ シ ンガ ポ

ー ルは外 資 に よる工業 発展形 態 を と って い るので､ 日本 のハ イテ ク企業 の立地 を望

んでい るの に対 し､ 韓 国 では基 本 的 に 自国企業の ため に､ 日本 か ら技術 導入 が増 え

る こ とを望 ん でい る｡ 5月末 に ノテ ウ大統領 が訪 日 した際､ 日本 に対 して国公立研

究 所 での協 力 はも とよ り､ 民 間企業 の技術移転 に ついて要望 が あ った｡ 民 間企業 の

国 際 的活 動 が 引続 き活発 であ り､ 技 術移 転効果が持続 してい くこ とが望 ま しい｡

また､ 両 国 間の技術移 転 の現 状 に ついて､ 双方 の認 識 のず れ ともい うべ きものが

存 在 して い る｡ す なわ ち 日本企 業 の技術移転 につ いて は､ 韓 国 で は日本 は技 術移転
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に消極 的 で あ るとい う批判 が あ る一方､ 日本 企業側か らは商業 ベー ス では技 術移 転

はそ う簡 単 に はで きない し､ 技 術 を受 け る側 の技術水 準 に問題 が あ る とい うよ うな

批判 があ った｡

③技術者 育成 の充実

日本 は JiCAの技 術協力､ 民 間企業 に お け る教育訓練 を行 ってい る｡ しか し現

在 の量で十分 か､ どの程 度 まで拡 大 で きるの かは検討 の必要 が あ ろう｡ また金属加

工技術 な どの細 かい ノ ウハ ウ､ 勘 の よ うな ものは マニ ュアル化 が難 し く､ 教 育訓 練

の実 があが らない こ ともある｡ 教 育訓練 の ソフ トの工夫 は欧米 に比べ まだ 日本 は立

ち遅 れてい る｡

また､ アジア各国 で は最優秀 の人材 は欧米 志向 で あ る｡ その原 因 と して 日本 に留

学 しても 日本 企業 に就 職 で きる とは限 らず､ また 日本企業で は昇 進 の チ ャンスも必

ず しも大 き くない と考 え られ てい る とい う指 摘 が あ った｡ これ らが本 当 だ とすれ ば､

改善 すべ き点 で あろ う｡

他方､ 日本 で教育 訓練 を受 けた技術者 は それ を売 り物 に して ジ ぎブホ ッピングを

した り､ 教 え られ た技術 を人 に教 えなか った りす るの で､ 進 出 した企業 内での技術

蓄積 が進 みづ らい面 が あ るとい う問題 を指 摘 す る声 が あ った｡

④環境問題

韓 国､ タイでは都 市 の過密化､ 公害の発生 が問題 にな って きて い る｡ 日本 の公害

防止技術 の利 用 の可 能性 はあ る｡

(4) ア ジア各国 の科 学技術 の発展 に とって望 ま しい方 向性

以上 の よ うな現状 を踏 まえ､ ア ジア各国 に とって技術発展 に望 ましい シナ リオを

描 いてみ た｡

① 人材 の 開発

シ ンガ ポー ル､ タイ､ 韓国 とも人材 の開発 が技術高度化の鍵 で ある とい う認識 は

強 くもたれ て い る｡ 教 育 の普 及 に は各国 とも力を入 れ てい る とこ ろで あ る｡

しか しなが らまだ技術 者の層 は薄 い｡ また､ 優秀 な人材 が欧米 に流れ てい って し

ま うとい う問題 もあ る｡

ア ジア各国 におけ る政府 ･企 業 が さらに人材 開発 の努 力をす る ことと ともに､ 日

本政府 と して も従来 の技術協 力 を も っと増 加 し､ かつ､ きめ細 か くや ってい くこ と

が考 えられ る｡ 遠 回 りで あるが人 作 りが最 も重要 で あ り､ また政 府 間協 力 に良 くな

じむ ことで あ る｡

現地 に お け る工学 教育 に対 し､ 資金 ･人材 援助 を増 や して い くことも一 つ の有効

な方 法 と考 え られ る｡ 日本へ の留 学生 も増 えてい るが､ 留学 は多 額 の費 用 がかか る
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し､ 現地 での教 育 の質 を高 め る とい う見 地 か らは､ 現 地工学 教育 の支援 とい うこと

が望 ま しい｡

また民 間企業 でも必 要 な人材 の確保 の ため､ 現 地工場 の技術者 の教育 訓練 を重視

してい く姿勢 が求 め られ る｡

② 日本 な ど先進 国の政 府 技術協 力の拡充

都市､ 環境 問題 な どの産業技 術以外の分野 で､ 途上 国で出現 しつつ あ る問題 は､

先 進 国 との政府 部門技 術 協力 が協 力の主 体 とな る｡ 各 国が解 決 に手 を差 し伸 べ るこ

とが望 まれ る｡

③ 先進 国 の研究 開発 の国 際化

先進 国 の大 学 や公 的研 究機 関 が､ 共同研 究 や留 学 な どで積 極的 に援助 し､ アジア

各 国 の研 究者 を さらに受 け入れ てい くこ とが各国 の科 学技術 の向 上 に とって重要 で

あ る｡

④ 先進 国 の技 術 革新 と技 術移転

日本 か らア ジア各 国 に工場 の進 出 あ るい は技術 提携 や現地調達 な どを通 じて技術

の移転 が行 われ て きた｡ それ に は様 々な要 因 があ るが､ その原動 力の一 つは 日本 国

内 で研究 開発 が行われ､ 新 しい製 品が生 み出 され て きた ことにあ る｡

今後 とも日本 が ア ジアの技術 発展 に貢 献 す るために は､ 日本国 内にお ける技術 の

発 展 が な され る ことが前提 として必 要で あ り､ この意 味か らも国 内の研 究 開発 は引

続 き推進 され る ことが望 ま しい｡

⑤ 先進 国企業 の海外 にお け る研究 開発 と技 術移転

技術移 転 に は､ い ろい ろなチ ャンネル が あ る｡ 一 つ の新 しいパ ター ン として シン

ガ ポール のサ イ エ ンスパ ー クで行 われて い る外国 資本 による研究 開発 が あげ られ る｡

日本企業 の ア ジアへ の進 出 は､ 従来 はモ ノを作 る拠点 として だけ であ ったが､ 各国

の所得水 準 の向上 や現 地 でのニー ズへの対 応 の必 要 な どか ら､ 現 地で設 計､ 研究 開

発 を行 う例 も出 て きてい る｡ 日本 企業の設計､ 研 究 開発 は欧米 が 主で あ るが､ 今後､

ア ジアに おいて も優 秀 な人材 を活用 す る とい うこ とが起 きて くる と思われ る｡
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Ⅳ現地調査記録

1. 各 国 の研 究 開発 活 動 の_慨 逸

シ ンガ ポー ル､ タ イ､ 韓 国 の 3国 の研 究 開発 の 現 状 を研究 開発 費､ 研 究 人 材､ 技

術 輸 入額 の 3つ の指 標 か ら簡 単 に比 較 して み る｡

(1)研 究 開 発 費

研 究 開 発 費 は シン ガ ポー ル､ 韓 国 で 80年 代 に 著 し く増加 して い る｡ タイ も これ

ら 2国 に比 べ れ ば幅 は小 さい が､ 伸 び て い る｡ しか し､ 研究 開発 費 の規 模 (総 額 )

だ け でみ る と､ 一番 大 きい韓 国 で も 日本 の約 24分 の 1であ りか な り小 さい｡ た だ

し､ 物 価 の違 い もあ るの で､ 実 質 的 な差 は それ ほ どに は大 きい と もい え な い と思 わ

れ る｡

研 究 開 発 費 を対 GNP比 で み る と､ 韓 国 は 2%台 に 乗 るな ど､ か な り向 上 して お

り､ 先進 国 に あ と一 歩 の とこ ろ まで 近 づ い て い るO シ ンガ ポー ル も この と こ ろ増 加

させ て い る｡ タイは か な り低 い 水 準 に と ど ま って い る｡

次 に支 出額 の政 府 負 担 割 合 に つ い て み る と､ タイ で は国及 び外 国 か ら の研 究 費 支

出 に頼 って い る｡ 概 して 研 究 開 発 支 出水 準 が低 い ほ ど国 に よ るイ ニ シ ア チ ブが強 い｡

韓 国 で は 80年 代 に急 速 に民 間 企 業 に よ る研 究 開 発 が 増 加 し､ 国 の研 究 開発 費 の割

合 は急 落 した｡

研 究 開 発 の 性 格 別 に は応 用 開 発 研 究 が 主 で あ る｡ 韓 国 では基 礎 研 究 が 最 近 始 ま っ

て い るよ うで あ る｡

シ ンガポー ル

① 経 年 1982年

1985年 2

1988年 3

②対 GNP比 1982年

1985年

1988年

⑨ セ ク タ一 別 1988年

81百 万 シ ンガ ポー ル $

14百 万 シ ンガ ポー ル $

75百 万 シ ンガ ポー ル $

0.3%

0.6%

0.9%

民 間 60.2%

学 校 25.5%

政 府 14.3%

タイ

① 経 年 1985年 2852百 万 バ ー ツ

1986年 2869百 万 バ ー ツ
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② 対 GNP比 1985年 0.29%

1986年 0.27%

③ セ ク タ一別 1986年 政 府 62.1% (研 究 費 負 担 比率 )

政 府 以 外 3.9%

外 国 25.3%

④ 先 進国 比 絶 対額 で は 日本､ 米 国 の 100分 の 1以下

GNP比 で は 日本､ 米 国 の 10分 の 1程 度

政 府 の 研 究 費 率 は 日本 の 19.6%に比べ は るか に高 い

壁_盟

① 経 年 1982年

1985年

1988年

② 対 GNP比 1982年

1985年

1986年

③ セ ク ター別 1986年

418百万$

1008百万$

2370百万$

1.1%

1.8%

1.8%

民 間 71.0% (研 究 費 負 担 比 率 )

大 学 他 12.1%

政 府 16.9%

(しか し近 年 急 激 に民 間 の研 究 開発 投 資 が増 え､ 比率 を高 め てい る. )

④ 先 進国 比 絶 対 額 で は 日本 の 3.5% (86年 以下 同 じ)､ 米 国 の 1.5%に過

ぎない｡ GNP比 で は 日本 (約 2.5%)､ 米 国 (約 2.7% ) に まだ

及 ば な い｡ 政府 の研 究 費 率 は 日本 の 19.6% とほぼ 同 じで､ 米 国 の 4

8.3%よ りか な り低 い｡

(2)人 材

研 究者､ 科 学 者 な ど研 究 を行 うマ ンパ ワー は､ タイで は まだ少 な く､ シンガ ポー

ル も国 の 規 模 が小 さい の で､ 量 的 に は大 き くない｡ 韓 国 で は か な り増 加 して きて い

る｡

シ ンガ ポ ー ル 斗学 者 及 び研 究 者 の総 数 同 労働人口 1万人当 り
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タイ

垂_盟

1982年 1200人 10人

1985年 2401人 20人

1988年 3361人 27人

主要 養成 機 関 国 立 シ ンガ ポー ル大 学､ ナ ンヤ ン技 術 院

理工 系学 生 の卒 業 生 数 上記 2大 学 で約 1600人 (1985年 )

研究 者 (自然科 学 )の総 数 同 労 働 人 口 1万 人 当 り

1982年 2706人 1人

主要 機 関 チ ェ ラン コロー ン大学 な ど国 立大 学数 校

理工 系学 生 の卒 業 生 数 年 間約 3000人

__ 研究 者 の総 数

1982年 28000人

1985年 41000人

1986年 47000人

司 労 働 人 口 1万 人 当 り

11人

理工 系学生 の卒 業生 数 約 2万人 程 度 と推 測

人材流 出 の 問題 につ い て は､ 各 国 とも優 秀 な人 は欧米 を中心 に留学 して､ 海外 で

仕 事 をす る傾 向 がみ られ る｡ しか しシンガ ポー ル で は サ イエ ンスパー クで研 究機 関

を造 って お り､ 海外 流 出頭 脳 を高給 で呼 び戻 す こ とも行 って い る｡

日本 は 1988年 に研 究 者 は 44万 2千 人 であ り､ 労 働人 口 1万人 当 り約 60か

ら 70人､ 米 国 は 1987年 に それ ぞれ 80万 6千 人､ 約 60人 であ る｡

ちなみ に理 工 系学 部大 学 卒業 者 数 をみ る とシンガ ポー ルで は年 間約 1600人､

タイでは年 間 3000人､ 韓国 で は年 間約 2万人 程 度､ 日本 で は 9万 人 で あ る｡ 韓

国 で は さ らに大 学 の 自然 科 学 系 の定 員 を増 加 させ る計 画 があ る｡ しか しなが ら関係

者 の話 を総 合 す ると学生 の水準 に は問題 が ないわ けで はない｡ また､ 優 秀 な学生 は

経 営 ス タ ッフをめ ざ し､ 地 道 な技 術 開発 に は総 じて 関心 が薄 い とい う指 摘 が あ った｡

(3)技 術導 入費

タイで は 自国 にお け る研 究 開発 費 よ りも技術輸 入 額 の方 が大 き くな って い る｡ こ

の技 術輸 入額 の大半 は コ ン ピ ュー タソ フ トウ ェア関 連 で あ る. 韓 国 で は 1975年

か ら 1980年 にか けて は技術 輸 入 費 が研 究 開発 費 の 3割 を 占め てい た｡ この とこ

ろ 2割 台 に落 ちて きて い る｡

日本 は 1975年 7.9%､ 1980年 6.4%､ 1985年 6.9%で あ る｡

シ ンガポー ル 資料 な し
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タ イ

韓国

技術導 入額

1975年 299百万バー ツ

1980年 937百万 バーツ

1983年 1993百万バーツ

政府研究 開発予算 に対 す る

技術導入 額 の割合

25.1%

62.2%

120,4%

術導 入額 研究 開発費 に対す る技 術導入 額 の割合

1975年 27百万 $

1980年 107百万 $

1985年 296百万 $

1987年 524百万 S

2.各国 の科 学技術 政 策 の比較

30.1%

33.4%

22.8%

22.1%

(1)科 学 技 術政策 の展 開

各 国 とも経 済 振興計画 の一環 として科学技術 の重 要性 を指摘 して い る0

① シンガ ポー ル

ハ イテ ク政 策 につい ての最初 の公 式の言及 は 1986年貿 易産 業省 (MT I)か

ら出 され た経 済委員会 の報告 で あ る｡ 将来性 の あ る新 しい産 業技術 を開発応 用 し､

ハ イテ ク産 業 を成長 させ るとい う目標 を述 べて い る｡

② タ イ

経 済計 画 に おいて科 学 技術 面 につ いての重要性 の認識 は早 くか らな され て いた｡

1967年 か ら 197 1年 までの第 二次経 済 開発計画 では応 用技 術振興 について､

1972年 か ら 1976年 の第三 次計画 で は科学 技術 者 の不 足 が言及 され た｡ 19

79年科 学技 術 エネル ギー省 が設 立 され た｡ 1982年 か ら 1986年 の第 五次計

画 で は具 体 的 に科学技 術 の振興方 向 が述 べ られ て い る｡

③ 韓 国

1960年 代 か ら技 術 発展 を経 済 成長 の柱 として きた｡ 1962年か ら5年毎 に

経 済 社会 発展 計 画 を定 め てい るが､ その中 に技術 がす でに言 及 されてい る｡ 196

6年 に韓 国科 学 技術研 究 所 が設立 され た｡ 1970年代 は政 府系研究機 関が設立 さ

れ 各 種 の技術 導 入 の効 率 的な消化､ 改良 が主 に行 われ た｡ 1980年代 に入 ると民

間企業 も研 究 機 関を多 く設立 し､ 技 術 開発 を進 めて きてい る｡

1987年 か らの第 6次経 済社 会 発展 5カ年 計 画では国際 的 な産業 の比較優 位 の変
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化 に合わ せ た構 造調 整 の 円滑 な推 進 の ため､ 技術 開発 が重要 で あ ると述 べて い る｡

(2)政 策 の 目標 ･優 先 分野

① シ ンガ ポー ル

研 究 開 発資 源 は小 さい ので､ 投 資 の焦 点 を有望 な技 術分野 に絞 ってい る. 基礎 研

究 は個人 的 に行 われ るに とどま って い る｡ シ ンガ ポー ルの研 究 開 発 の 目標 は､ 製 品

設 計 と開 発能 力 の進 歩 (家電 や 自動装置 な ど)､ 技 術競争 力 の強化 (電子､ 化 学､

バ イ オ､ 応 用 電子光 学 )であ る｡

この よ うに研究 開発 の優先順 位 は､ 貿易､ 産業 の活 動 に関す る もの に おか れ る｡

ハ イ テ クや研 究 開発 に つ いて の政 策 は国 の経 済 開発 計 画､ 政 策 を支援 し､ 補 完 す る

もの と位 置 づ け られ て い る｡

② タ イ

第 5次 経 済 計 画 で は地 域振興 ･農 業振興､ 工業生 産 性 向上､ 国 民生活 のニ ー ズを

み たす た め の科 学技 術 の発展 を 目標 に掲 げ た｡ 第 6次 計画で は科 学技術 の イ ンフ ラ

整備 を 目指 して い る｡

科 学技 術 の重 点領 域 は産業 の高 度 化 に必 要 なバ イ オ､ 電子､ 材 料 で あ る｡

③韓 国

2000年 に向 けて の科学 技 術 長 期計画 で は重 要領 域 を5つ示 してい る｡ 第 1の

領 域 は短 期 的 に実現 可 能 な情 報､ フ ァイ ンケ ミカル､ 精密機 械 で あ る｡ 第 2は中期

的 なバ イ オ､ 新素材､ 第 3は環 境､ 健康､ 住 居､ 第 4は海洋､ 航 空宇宙､ 第 5は共

通 的 なベ ー ス と して 基 礎 科学 や エ ン ジニ ア リングで あ るO

これ を実現 す るた め に創造 的 な人 材 の育 成 が課題 と してい る｡ R&D投資 の増 加

を必 要 と して お り､ 1991年 に GNPの 3%､ 2000年 に 5%に引 き上 げ る と

野心 的な見込 み を示 して い るO 民 間 で はで きない先端 技術開発 を行 うナ シ ｡ナル プ

ロジ ェク トの強化 の ため､ 一層､ 政 府 は R&D投資 を拡大 し､ 技 術 開発 の普 及 を行

い､ 外国 との協 力 を進 め てい くと してい る｡

(3)科 学 技 術政策 の具体 的 内容

上 記 の科 学 技術政 策 の 目標 を実 現 す るた め に､ よ り具 体的 には どの よ うな施策 を

実施 して い るか を､ 断片 的で は あ るが記述 してみ た｡ この内容 は主 に 1990年 2

月 に東京 で開 かれ た ASCA会 合 の カン トリー レポー トによ って い る.

① シ ンガ ポ ール

(a)公 的機 関の研 究

主 な科 学技 術人材 の育 成場 所 は シ ンガ ポー ル大学 (NUS)とナ ンヤ ン技 術院 (

NT I) で あ る｡ この 2つの機 関 は多 くの重 要領 域 で研究 を進 め てい る｡ NUSで
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は運 営経 費 の 5%の研 究 費 を も つ こ とを 目標 に して い る｡ 学 部卒 業生 を大 学 院以 降

の課 程 に進 め る努力 を して お り､ 学 部生 の 10% の定 員 の院生 を もつ こ とを 目標 に

して い る｡

(b)研 究 イ ン フラ と支 援 サー ビス

い くつ か の政 府機 関が産業 界 に技 術上 の サー ビスを提供 してい る. S IS IR (

シ ンガ ポー ル標 準工 業 院 ) は食 料､ 電子､ 機械加 工､ デザ イ ンな どで専 門 セ ンター

を設 けて い る｡ 新材 料 技 術 応用 セ ン ター や マイ ク ロ プ ロセ ッサー 応用 セ ン ター な ど

が あ る｡ NUSとNT Iはい くつ か の分 野 の 中心 的存 在 であ る｡ 高分 子､ 細 胞生 物

研 究 所 や情 報 技 術研 究 所､ 情 報 研 究 所 な どが あ る｡

政 府 は サ イ エ ンスパ ー クを建 設 してお り､ 工業 研 究 開発 と頭脳 サー ビスの 中心 と

な る｡ 各 分 野 の世界 のハ イテ ク企業 が､ 米 国TataEIxsi MentorGraphics､ ソニ-P

recision､ ジ ぎイ ン トベ ンチ ュ アな ど現 在 58集 まって い るo 同 パー クでは公 的 な

援 助 を受 け られ る｡

(C)科 学 技 術 国際 協 力

シ ンガ ポー ル は小 国 なの で技 術 を外国 に依 存 す る度 合 が強 い. 各機 関 では海外 の

学 界 との連 携 の ため国 際 協 力 プ ログ ラム に参 加 し､ また海外 の相 手 と協 力活 動 を行

って い る｡

例 1:シ ンガ ポー ル大 学 一 日本 科 学振 興 協 会 の科 学 協 力計 画 は 1983年 に始 ま

り､ 科学 交 流 と共 同研 究 を実施｡

例 2:ASEANや IAEAで の協力｡

例 3:共 同 トレー ニ ングセ ン ター を外 国企 業 と作 る ケース もあ る｡ 日本企 業 との

ソ フ トウ ェア､ 米国 企 業 との コ ン ピュー ター や CADCAMな どであ る｡

② タイ

(a)経 済 開発 の第 5次 計 画 で は､ 科学 技 術 の向上 に よ る国 づ くりの た め､ 以下 の

手 段 で科 学 技 術 の振 興 を図 る と して い る｡

･輸 入 技 術 の選別 と消 化 吸収

･科学 技 術 の人材､ 研 究 所､ 情 報 セ ン ター の充 実

･政府 及 び民 間の科 学 技術 を用 い た生 産 性 向上 の イ ンセ ンテ ィヴの付 与

･外 国 との技 術 ･ノ ウハ ウの 移転 な どの協 力

第 5次 計 画 で は応 用 開発 の推 進 に よ る産 業 の生 産性 向上 を重視 して い たが､ 第 6

次 計 画 で は科 学 技術 の イ ンフ ラ整 備 強化 を打 ち出 して い る｡

しか しなが ら国 の研 究 開発 予 算 は､ 予算 全 体 の 中で あ まり大 きな割 合 を 占めて い

な い｡ また民 間 の研 究 開発 は ほ とん どネ ダ リジブルで､ 科学 技術 の振興 に投 じられ

る資 金 は依 然 少 ない｡
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(b)国際協 力

技術 開発 に おいて は外 国か らの援助が大 きな柱 で あ り､ 日本､ 米国､ 欧州､ カナ

ダ､ 国連 関係 な どか ら援 助 を受 けて きてい る｡ 現 在､ 日本は タイへの グ ラン ト寄 贈

国 と して 1番 である｡ 日本 の 2国 間の政府 開発援 助 の 5.8%が タイ に投 じられ てい

る｡

日本 との科 学技術 協力 で大 きな もの としては､ タイの国立研究 会議 とNASDA

との覚 え書 きで､ 海 洋観 測衛星 を使 う リモ ー トセ ンシ ングの協力 を して い る｡ 必 要

な機材 とデー タ及 び それ らの操 作､ 利用 をす る トレーニ ングを タイは受 けて い る｡

環境研究､ 訓 練 セ ン ター (ERTC)は 5億 4千万 BTの日本 の グラン トを得 て､

バ ン コクの北 方､ 49キ ロに造 られ る｡ 外 交上 の書 簡 交換は 1989年 6月 に行 わ

れ た｡ セ ンターは 199 1年秋 に開かれ る予定｡ 水質､ 大気 等 の汚染 等 の環 境 問題

の研究 を行 うこととな ってい る｡

しか し将来 的 には国際 協力 も､ 一 方的 な援助 だ けで はな く､ も っとレ シプ ロな形

が多 くな って い くこ とが予想 され てい るO

③ 韓 国

(a) 1985年 の ｢2000年 に向 けて の科学 技術長 期計 画｣ では 5つの重要 領

域 について述 べ､ 基 礎､ 戦略技 術 の向上 を提唱 してい る｡ 創造 的 な人材 の育 成 を最

優 先 課題 とし､ (政 府 は 10000人当 り30人､ トー タル で 150000人 の研

究 開発人材 を育 て る としてい る｡ ) R&D投資 も増加 させ る としてい る｡ (199

1年 にGNPの 3%､ 2000年 に 5%に引 き上 げ るのが 目標｡ )

政 府 は民 間 ではでJきない先端 技術 開発 を行 うナ シ ョナルプ ロジ ェク トの強 化 を行

い､ その ため一層､ R&D投資 を拡 大す る と して い る｡

(b)科 学技 術処 (MOST)は 1967年 に設 立 され､ 科 学技 術政策 の要 とな っ

て い る｡ しか しなが ら政 策立案 過程 は法 的､ 行政 的 に確 立 され て お らず､ 科 学技 術

処 に おいては各省 の ニー ズを吸 収 しきれて いない面 が あ る｡ この点 は科 学技術振 興

会 議 や科 学技 術諮問委員 会 で補 われ てい る｡ 科学 技術 振興会議 は 1982年 に設 置

され､ 大統領､ 閣僚 等 か らな り､ 科学技術 政策 を調整､ 決定 す る機 関で あ る｡ また

1989年 に憲法の規定 に沿 い設立 され た科学技 術諮 問委員会 は産業 界､ 学界 の代

表 か らな り､ 大統領 に適 切 な政 策 を推薦 す る｡

(C)科学技 術 の国 際協 力 につ いて は､ 政府 間 協 力の拡張､ 国家 R&Dの国 際化､

研 究者交流 の推進､ 途上 国へ の技術援助､ 技術移 転 の 自由化 な どを行 ってい くこ と

を 目指 してい る｡

先進 国 との協 力関係 は米国 とは大 臣 レベ ルの会 合 を も ってい る｡ 西 独 とは 198

6年 に科 学技術協力協定 を締結｡ 日本 とは 1985年 に科学技術 協定 を､ 90年 に

は 日韓原 子力協定 を締結 した｡ 英国 とは政 府 間会 合 を もち､ 研究 交流 の促進 や中小

の技術移 転 を進 めて い る｡ 仏国 とは 1981年 に科学 技術協定 を締結 して い る｡
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(d) ノテ ウ大統領 の訪 日にお いて､ 科 学 技術分 野の協 力 を強 く要請 して きたの ほ

韓 国 が技 術発 展 の必 要性 を強 く認識 して い る証拠 であ る｡

今 回 の大 島 科学技 術庁 長官 とチ ロン ･ク ンモ韓 国科学 技術 処長 官 の会議 で は､

以 下 の 内容 に合意 が あ った｡

･両 国 間の科学技 術協 力の原 則 を再認識 し努力す るこ と

･公 的研究 機 関の研究 交流 の推進

･日韓 原子 力協 力協定 の締結 及 び原子 力 協議 の開催

･原 子 力災 害 防止 のため緊密 な連絡 を してい くこと

･韓 国 の新 素材特 性評 価 セ ン ター に科 学 技術庁 として も協 力す ること

･韓 国科学 技術処 と日本文部 省 間 で 日韓 基礎科 学交流 委員会 を設立

その他､ 民 間の技術 の移転 につ いて も通産省 へ要請 があ ったが､ 通 産省 は民 間

の技術 移 転 は政府 の 関与 しない こ とであ る とした｡

(4)産 業 ･社会 の動 向 と科学 技 術 政策 の 関連性

① シンガ ポー ル

シンガ ポー ル は急速 な成長 を達成 し､ 1人 当 りGNPも 1988年 に 9350S

とな って い る｡ 製造 業 の発展 は従来 外資 に よ り石 油化学､ 電 気機 械 を中心 に成長 し

て きた｡ 今後 とも電 子 が 中心産 業 となろ う｡ 日米 資本 に よる組立 が中心 で あ ったが､

労働 力不 足 か ら一層 の産業 の高 度化 が迫 られ てい る｡ 同国の基本 的な発展方 向は工

業化 の推 進 と ともに､ 有 利 な地 理 的条件 を生 か した商業､ 工 業､ 金融上 の国 際拠 点

とな る こ とで あ る｡ 1980年 代 半 ばの輸 出鈍化 によ る経済 不振 を機 に､ 工業 の技

術高度 化 とともに､ 地域統括本 部 (0HQ)や国際調達 事務 所 (IP0)とい った

流通 ･管 理 基 地 の育 成 に重点 を置 き始めて い る｡

その よ うな観 点 か らはいか に外 資 に､ 本 社管理 機能 を シンガポールに置 き､ 高 付

加価値 化 業務 をす る よ う働 きか け るか とい う外資 政策 が重要 とな ってい るo 外国資

本 政策 は基本 的 には オー プンで あ るが､ 最 近 はその方 向性 を変 え るため の外 国人 労

働 者人 頭 税 な どの誘 導策 を強 く打 ち出 して い る｡

技術 の高度 化 とい うこ とで は､ シ ンガ ポー ルが国際 的 な重 要拠 点 として存 続す る

ために必 要 な情 報通 信､ 交通基 盤 な どの イ ンフラ整備 と､ その よ うな技術 を利用 す

る人材 を育成 す るた め､ 教育 を重視 してい る｡ また単純 な組 立作 業 のみか ら脱却 し､

ハ イテ クを備 えた東 南 ア ジアの 流通 拠点 に な るため､ サ イエ ンスパー クへの研究 開

発機能 の誘致 を図 ってい る｡ シ ンガ ポー ル の産業 組織 は情報､ ロボ ッ ト､ 電子 な ど

の先端 技 術 を導入 す るこ とに弾 力性 があ る｡ また先端技 術 は外国 の多国籍企 業 に よ

り導入 され て きてい る｡

以上 の こ とか ら科 学技術政策 上 の要請 と しては､ 設計 ･研 究 開発､ 情 報通信 の高

度 化 な どの た めの技 術人 材 の育成､ 産業 高度化 の ため の適 当 な外 資政策 の実 施､ 研

究 開発 機 関 の充 実 な どが あげ られ る｡ 科学 技術 の重点領域 は電子､ バ イ オ､ 自動機

械 で あ る｡
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② タイ

タイは 1960年 代 か ら 1970年代 にか けて輸 入 品の国 内生 産 へ の代 替 を成 功

させ て きたが､ 1980年代 に入 り､ 輸 出産業 の育 成 に努 め て い る｡ 1987年 に

は 1人 当 りの GNPは 870ドル に逢 した｡ しか し､ バ ンコ ク と地方 の経 済 格差 は

広 が り､ 農村､ 都市 部 に お け る貧 困 層 は末 だ大量 に存 在 して い る｡ 農業 の近 代化 及

び工 業化 に よ る雇用 の確 保 を通 じた所 得 水 準 の向上 は当面の課題 で あ る｡

日本 の投資 を軸 と した輸 出生 産 の拡大 は順調 で あ るが､ 産 業 イ ンフ ラの整 備 とい

う点 では さま ざ まな問題 が存 在 して い る｡ す なわ ち情 報､ 通 信､ 交通 や､ プ レス､

鋳 物､ 鍛 造､ 金 型 な どの支 援産 業 基 盤 の欠 如 への対 応､ 教育 水準 の向上 な どであ る｡

軽工業 以外 で は技 術基 盤 はか な り手薄 で あ り､ 工 業 に必要 な技 術､ ノ ウハ ウは外

国 企 業 に頼 って い る｡ また､ 工 業 化 に よ る急激 な社 会 構造の変 化 や環境 問題 の発生

も指 摘 され て い るところで あ る｡

その よ うな状 況か ら科 学技術 政 策 上 の要 請 として は､ 農業 生 産 技術 の進歩､ 外 国

資 本 の導 入政 策 によ る工 業 化､ 産 業､ 教 育 な どの イ ン フ ラ整 備､ 現地資 本 に よるサ

ポー テ ィン グ イ ンダス トリーの育 成 な どが あげ られ る｡

科 学技 術 の重 点領 域 は産 業 の高 度 化 に必 要 なバ イ オ､ 電子､ 材 料 の ほか､ 基礎 的

な金 属加 工､ 機 械､ 情 報 通信 な どイ ンフ ラ整備 に必 要 な技術 で あ る0

⑧ 韓 国

韓 国は 1970年 代 か ら急速 な工 業化 を進 め､ 特 に 1980年 代後半 輸 出 を大 き

く伸 ば した｡ 1人当 りの GNPは 1988年 4000ドルに達 してい る｡ しか し最

近 経 済 は頭打 ち を示 して い る｡ ウォ ンの切 上 げ､ 労 働 争議 の 発生､ 賃金 の上 昇 に よ

る コス ト高 を招 いた結 果 で あ る｡ 低 賃金 を利用 した組 立工業 が限 界 に きて お り､ 韓

国 経 済 は大 きな転換 期 に入 って い る｡ この克服 の方 法 と して はハ イテ クを取 り入 れ

る こ とに よ る産 業 の輸 出競 争 力 の強 化 が その一方 向 で あ る｡ 大 企 業 に よ る研 究所 の

設 立 が相 次 い で い るが､ まだ経 験 が浅 く人材 も乏 しいので大 きな成果 に はつ なが っ

て い ない｡ 自主 技術 開発 は まだ おぼ つか な いのが現 状 で あ り､ い かに外 国 か ら技術

を効 果的 に導 入 し､ 吸収 す るか とい うこ とが､ 当面 の課題で あ ろ う｡

しか し日本 を は じめ とす る先 進 国 の技 術 開発 に追 いついて行 け ない とい う焦燥 感

が漂 って い る よ うに感 じ られ る｡ 国 内生 産拍線 を続 け､ 外国 技術 を も っぱ ら技術 提

携､ 技術 輸入 契約 に よ って利用 して い くこ とで､ 工 業 化 が達 成 で きるか どうかが問

題 とな り うる｡ 1989年 か ら製 造 業 の外 国資本 の投 資 が 自由化 され たが､ 日本 企

業 の投資 意 欲 は高 くない よ うで あ る｡

他 方､ 産 業 イ ンフ ラ､ 生 活 イ ン フ ラの整 備 につ い て強 い要 望 の あ る ところであ る｡

当面 の課 鐘 は産 業高 度 化､ 中小 企 業 の育 成 で あ るが､ 広汎 な産 業 イ ンフ ラの整備 に

つ いては､ か な りの資本､ 期 間 が必 要 と され る｡

これ らの状 況 か ら科 学 技 術政 策 上 の要 請 と して は､ 研究開発 システム の整 備､ 技

- 19-



術者 ･研 究者 の充実､ 電 子 ･機 械部 品産業 の育成､ 外 国技術 の速 やかな導入 と吸収

な どであ る｡ 科学技術 の優先分 野 は電子､ 情報通 信､ 精密機 械､ 生産 自動化 な どの

ハ イ テ ク分野 と金属加 工 ･機械 な どの基礎技術 で あ る｡

3.先進 国 か らの民 間企 業 に よ る技術移転 に対 す る見解

(1)各 国 当局者の見解

① シ ンガ ポー ルでは外 資 の導 入 に積 極的で あ り､ で きるだ け高度 な技術 を用 いた直

接投 資 を期待 してい る｡

⑧ タイで は基本 的に 自国 の産 業基盤 が薄 いので､ 外国資本 に よる工業化 を進 めてい

る｡ ただ安 い労働力 を使 うだ けで は な く､ 現地 調達率 の向上 や､ 企業 内 での現地人

の登 用､ よ り技術集約 的 な生 産 をす ることが求 め られ る としてい る｡

③ 韓 国で は 自国企業 の技 術高度 化 を 目指 してい るので､ 日本 か らの契約 に よ る技術

移 転 に きわめて強 い要 望 をも ってい る｡ 日本政府 には民 間企業 の技術移 転 を積極 的

に企業 に指導 して も らい たい として い る｡ 特 に生 産 の 自動化､ 部 品､ 材 料技術 な ど｡

韓 国 の技 術導 入 の半分 以上 が 日本 か らで あ るが､ 日本 企業 の技術戦略 (先端 技術 は

移転 しな い｡ 技術料 が商 いな ど｡ ) によ り､ 満足 な結果 にな っていない とみ てい る｡

(2)現 地 の 日本企業 等 の幹部 の見解

① シンガ ポー ルでは高 度 技術 を使 う付加価値 の高 い工業 でない と､ 引 き合 わ な くな

って いる｡ しか し､ 産 業 基盤 は良好 なの で多 くの多国籍企業 が立 地 を続 けて い る｡

その意味 で シ ンガポー ルへ の技術 移転 はス ムー ズに進 んでい る.

② 現地 に進 出 して現地 技 術者 に指 導 す る場 合､ ジ ョブホ ッピングが､ 激 しい ことが

技 術 の蓄 積 に大 きな障 害 とな る｡ 自動化機 械 の導 入 も保守 メンテナ ンス をす る技術

者 が不足 して い るので､ す ぐには行 えない｡

⑨ 自動化 機械 な どの新 しい技術 を求 めてい る とい うが､ 工程 管理 とい う概 念 が希薄

で あ り､ 部分 的 に最 新 の 自動 機械 を採用 しよ うと して も､ 工程全体 の品質管 理がな

され てな い と､ 効果 が あが らないO まず､ 基礎 的 な技術 を マス ター して か ら次の段

階 に移 るべ きで ある｡

④ 現地企 業 の経営風 土 は短期 的 な利 益追求型 なの で､ 工業 に必要 な細 か い技 術 ･ノ

ウハ ウの集積 とい うこ とにあ ま り適 してい ない｡
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4.訪 問先 で の意見 聴取 ･交換 の主 な内琴

① シ ンガ ポー ル標準 工業 研究 院 (SISIR)<6月 14日9:00か ら 10:40>

技術 移 転 課長 Mr. TeoNan-Kuan

SiSiRは､ 1969年 に設 立 され た通産 省 の付 属 機 関 で あ る｡ サ イ エ ンスパ

ー ク内に あ り440名 の ス タ ッフを抱 え､ その うち百 数十名 は研 究者 で あ る｡ 主 な

ミッシ fZンは標 準化､ 試 験､ 産 業 技 術研 究 開発 で あ り､ 契約 研 究 も して い るO 品質

管理 研究､ マー ケ ッ トコ ンサル タン トな ど企 業実 務 に近 い と ころ も して い る.

次 に SISIRの一 部 署 であ る技 術移転 セ ン ター は､ シンガ ポール の 中小 企業 の

技術 導入 を支 援 す るため 2カ月 前 に組織 され､ 22名 の ス タ ッフを有 す る｡ 外 国 の

技 術 の探 索､ 技術移 転契 約 の交 渉 を代行 す るもの で､ 英 国を 中心 とした技 術 のデー

タベー ス を有 す る｡ 今 の ところ まだ技術移 転 の実 績 は ない｡ 日本 の情 報 につ いて知

りたが って い た｡

移 転 の要 望 の多 い技 術 は プ ラス チ ック射 出成 形､ 金 属 加工､ 電 子部 品 な どで あ る｡

多 国籍大 企 業 は特 に支 援 す る必 要 は ない と考 えて い る｡

次 に シ ンガ ポール の技 術移転 及 び 技術 発 展 をめ ぐる様 相 に つ い て質 問 した｡

技 術高 度 化 の ため の政 策手 段 と しては､ 製 品 開発支 援計画 (コス トの 90%まで

の グ ラン トもあ る｡ ) や研究 開 発 支 援計 画 が あ り､ また中小 企 業 対策 の 中 で もあ る

程度 や って い る とした｡ 技術導 入 を す る相 手 国 は､ 日本 や米 国 が 多 い が､ 導 入 す る

技 術 の種 類 や チ ャンネル に よ り違 い があ る と したO

技術発 展 の 問題 点 につ いて は､ 人 的資源 及 び市 場 の 開拓の必 要､ 工業 の起 業家 が

少 ない こ とを あげ､ と くに地元 の 中 小企 業 は研究 開発 の リス クが大 き く､ 国 の援 助

が必 要 で あ る と述 べ た｡

日本企 業 や政府 へ の希 望事項 を尋 ねた と ころエ レク トロニ クス､ マイ ク ロス コー

プな どの トレー ニ ン グセ ンター が欲 しい と答 えが あ った｡

② シンガ ポー ル科学 会議 <6月 14日15:00か ら 16:30>
ActingExecutiveDirector Mr.Van S呈ew-Him

lnternationalHead Mrs.RosaRang-Tan

シ ンガ ポー ルのサ イエ ンスパ ー ク と研究 開発 の動 向 につい て説 明 され た後､ シ ン

ガ ポール の技 術発展 の方 向､ 特 に人 材 の養 成､ 政 策､ 技術移 転 に つ いて質 問 した｡

シ ンガ ポー ルでは 1986年 に経 済計 画 を作 り､ その中でハ イ テ クに よ る工業 の

成 島 を提 唱 して い る｡ また 199 1年 に新 しい計 画 を策 定す る予 定 で あ る｡ シンガ

ポー ルの研 究 開発 の動 向 につい て は､ ロボ ッ トの コン ピュー タソ フ トな どの特別 研

究 を して い るが､ 基 礎研 究 はあ ま りな く､ 原 子 力 はや るつ も りが ない｡ ブ レー ン ド

レー ンは あ るけれ ども､ も とも と人 の出入 りは激 しい ところ なの で､ 外 国 か ら帰 っ

て来 る人 もい る｡ サ イ エ ンスパ ー クは順 調 に建設 が進 ん でお り､ そ こで は情 報工 学､

コン ビェ一 夕､ 電子､ バ イオな どの研究 が行 われ てい る｡ そ こで研究 開発 に携 わ る

人員 は全 部 で 2250名､ その うち 877名 が研 究者 で あ り､ シ ンガ ポー ル国籍 の
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者 が大部 分 で あ るが､ 各 国 の優 秀 な人材 も集 めて い る｡ 欧米 に流 出 して い った人 を

リクルー トす る活動 も行 って お り､ 高額 の給 料 を払 って戻 って も らう例 もあ るO

シ ンガ ポー ルの地 元 企 業 の技 術 高 度化 は SISIRの技術 移 転 セ ン ター な どでの

活 動 や EDB(経済 開発 庁 )の 中小 企 業 対 策 な どであ る｡

シ ンガ ポー ル の科 学 技 術行 政 は､ 経 済 開発庁 の 開発 政策 の一 環 として位 置 づ け ら

れ て お り､ 日本 の科 学 技 術庁 の よ うな組織 は ない｡ 経 済 開発庁 の も とに SISIR

が あ り研 究 開 発 を主 導 してい る｡ 他力､ シ ンガ ポール科 学会議 は､ サ イ エ ンスパ ー

クの 中 に あ る､ 科学 者 の 意見 調 整 の場 で あ る｡ そ の事 務局 は十 数 名 で行 われ てい る｡

@ ジ ェ トロ ･シ ンガ ポー ル セ ン ター <6月 15日 10:00か ら 13:40>
次長 橋 本芳 雄 氏

シ ンガ ポー ル は国 の強 力 な指 導 の も とで ダイナ ミックな変化 を とげて お り､ 21

世 紀 には世 界 で最 も進 化 した国 に な るの で はない か｡ 政府 は シ ンガポー ル を国際 的

な 自由競 争 の 舞 台 とす る こ とで発 展 を考 えて お り､ 空 港､ 港 湾､ 工業 団 地 の整備 な

ど諸 条件 を整 備 して外 資 を歓 迎 して い る｡

教 育 も非常 に レベ ル が高 く､ 日本 以上 の高学歴 社会 にな りつ つ あ る｡ 英 語 の修 得

に力 を入 れ て い る｡ 英 語 が通用 す る とい うの は大 きな メ リッ トとな って い る｡ 工 業

団 地 もハ イテ ク指 向 で あ り､ 公 害 を起 こす よ うな企業 の入居 は規 制 され て い る｡ 外

国 企 業 と して も賃金 の高 くな って きた こ とに対応 す るには､ 技 術 集約型 で な い とと

ど まれ な くな ってい る. サ イエ ンスパー クは各国 の エ クセ レ ン トカンパ ニ ー が集 ま

って い る｡

シンガ ポー ル で は労 働 力の不 足 が大 きな問題 で あ る｡ とりわ け理工 系学 生 は優秀

で あ るが､ プ ライ ドも高 く､ 欧 米 の ハ イ テ ク企業 への就 職希望 が 多 い｡ 日本 企業 で

は高 度 な業 務 に はつ けな いの で は な いか との考 え もあ り､ 敬 遠 され るこ とも あ る｡

日本企 業 も設 計 や研 究 開 発 に彼 らを起用 す るよ うに考 えてい くべ きで は な い か｡

外 資 に対 す る不 満 は あ るか も しれ ない けれ ど､ 外資 を用 い な い限 りこの 国 の発展

は あ りえ ない と政府 当局 は考 えて い る｡ 政 治､ 民 族 的 なあつ れ きはゼ ロで は ないが､

表 立 って はい ない｡

水 の不 足 が 大 きな 問題 だが その解 決 に知 恵 を こ ら してい る｡ 近 隣諸 国 との摩擦 は

徹 底 的 に回避 しよ う と してい る｡

④ シ ンガ ポー ル ･ソニー プレ シ ジ ョン <6月 15日 14:40か ら 16:30>
副社 長 Mr.Sekiya Masanobu

同工場 の概 要 1987､ 88年 ころか ら コンパ ク トデ ィス ク とVTRの基幹部

品 を東南 ア ジ アの市 場 に供給 す るた め操 業 してい る｡ シンガ ポー ル西 部 の ジ ュロン

工 業 団地 に あ る｡ 規 模 は従業 員 1000名 (3交 替 ) で あ る｡

CDの ピ ックア ップ､ VTRの ドラムの部 品 を作 り､ 組 み立 て てい る｡ 素 材 は 日

本 か ら送 られ て来 る｡ CDの工 程 は プ ラス チ ック製 品 の モル ド及 び それ に使 う金型
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の設 計 ･製作､ 極 め て精 密 さを要 求 され る ピ ック ア ップの光 学 レ ンズの製 作､ それ

らの部 品の組 立 な どで あ る｡ VTRの工程 はヘ ッ ド材 料 のス ライ ス､ ドラムの金 属

加 工､ VTR ドラム の組 立 を行 うが､ まだ立 ち上 げ段 階 であ る｡ ほ とん ど自動機 械

を使 う予定 で あ るが､ 現 在 イ ンス トール中 で あ り､ 作 業 員が手 で 組 み立 て る練 習 を

して い た｡ 工 場見学 を した後､ 日本 か らの技術移 転 に つ いて質 問 した｡

この工 場 は低 賃金 の利 用 とい う コ ンセ プ トでは ない｡ 労賃 はか な り高 い の で付 加

価 値 の高 い事 業 を行 うとい う方 針 で あ る｡ CDの光 学 レンズ工程 な どは世 界 最先 端

の もので あ る｡ シンガポー ル の労働 者 の質 は高 く､ 定 着 率 も当社 の場 合 に は非常 に

高 い｡ 作 業員､ 主任 ク ラスを 日本 に送 って作 業 を身 に つ けさせ た｡ 現 在 日本 のス タ

ッフは 30人 ほ どい る｡ 日本 的経営 とい うの は適 当 な言葉で は な いか も しれ ない が､

日本 のや り方 を その まま押 し付 け るのは不 可 能 で あ り､ 従業 員 との対 話､ 説 明､ 交

流 が大 切 で あ る｡ そ うす るこ とに よ って会 社 の方 針 が受 け入 れ られ る こ ともあ り､

また修正 され るこ ともあ る. その よ うに して シンガ ポー ル流 のや り方 とい うのが作

られ て い くの で はな いか.

設 計 は ご く初歩 的 な もの に と どま って お り､ 開 発機 能 はまだ な い｡ 将 来 的 には開

発 機 能 を持 た ざ るを えな いだ ろ う｡

⑤ タイ科 学技 術 エネル ギー省

く6月 19日 9:00か ら 10:10､ 11:00から 11:50>
政 策 企画 課長 Mr.ChirapandhArthachinta

技術 国際 関係課 長 Mr.SajJ'aBoonthittanont

政策 企画 課 Mrs.SudaSirikulvadhana

タイの科学 技 術 の現状 と政 策､ 及 び問題 点 につ いて 聞 いた とこ ろ以下 の よ う｡

タイ科学技 術 エネル ギー省 は 1979年 設立 され た. タイ で は経済 開発 計 画 の

第 5次計 画 で地域 ･農 業 振興､ 主 要 工業生 産 性 の 向上､ 国民 生 活 のニー ズの充足 を

目標 と して科 学技術 の振 興 を提 唱 した｡ 引続 き第 6次 計 画で､ 科 学技 術 イ ン フラの

整 備 を提 唱 してい る｡

しか し研究 開発費 はあ ま り増 えて いない｡ もっぱ ら国 が支 出 してい る｡ 人 材 も乏

しい｡ タイで は依然 研究 開発 は リス キー だ と考 え られ て いて､ 大 企業 の技 術 の需 要

は主 に外 国 か らの技 術導 入 で賄 われ てい るO 中小 企業 は資本 が乏 しい た め､ 技術 導

入 も研究 開発 も難 しい状 況 に あ る｡ 大学 も研究費 が乏 し く､ 大学 の研 究 者 は国 内外

の補 助金 が得 られ る研究 テー マをや るよ うにな って い る｡

国 の研 究 開発資源 が限 られ て い るので､ 研 究 の生 産 性 が商 い分 野 に投 入 しなけれ

ば な らない｡ 政府 の研 究 開発 費 は GNPの 0.2%に過 ぎない｡ 研 究 開発 の人 材 も不

足 して い る｡ また､ い ま まで タイの研究 開発 は個 別 的 に行われ､ 協調 を欠 い てい た｡

同省 は各 研究 機 関の連携､ 調 整 を図 って い くことを任 務 として い る｡ 研 究 開発 の プ

ライ オ リテ ィは遺伝 子工 学､ バ イ オテ クノ ロジー､ 材 料､ 電 子 で あ る｡ 海 外 へ流 出

した人材 を呼 び戻 す こ とは検 討 され てい るが なか なか難 しい｡
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サイ エ ンスパー クの建 設 も検 討 されてい る｡

同省 で は タイの科 学技術 イ ンデ ィケー タ- を試作 し､ 近隣 諸国 との比較 も行 って

い る｡ 政 策研 のや ってい る日本 の イ ンデ ィケー ターを参 考 に したい との ことであ っ

た｡

⑥ タイ科 学技術 エネル ギー省 く6月 19日 10:10か ら 10:50>
次官補 Dr.AphiratArunin

タイの将来 の経済 社会 の動 向 と科学技術 の あ り方につ いて 聞い た ところ以下 の よ

う｡ タイの科 学 技術 政策 の主要 分野 はバ イ オ､ マイクロエ レ ク トロニ クス､ 材料 で

あ る｡ それ らの分野 で研 究基盤 を整 備す る とともに外国 との協力 を進 め る｡ 工業化

に よる環 境 問題 につ いて は､ 大 気､ 水 の汚 染 が新 たな問題 に な ってい る とともに､

バ ン コクでは人 口の集 中が進 む につれ て､ ごみの処理 が大問題 にな ってい る｡ エ ネ

ル ギー について は原 子 力発電 に 関心 があ る､ また国土 開発 で NASDAの プロジ ェ

ク トに期 待 してい る と述 べ た｡

次 に タイに は優秀 な研究者､ 技術者 もい る と思 うが､ 研究 シス テムを発展 させ る

こ とが これ か らの課 題 で あ る. サ イ エ ンスパー クに外資 によ る研究機 関 を作 り､ 海

外 にい る タレ ン トを呼 び戻 す とい うことは どうか と質 問 した｡

サイ エ ンスパ ー クは まだ検討 段階 で あ り､ KISTモデル､ シンガポールの よ う

な外資 を利用 した形 態､ つ くば ･ケ ンブ リ ッジの ような学園都 市型 な ど3つ の カテ

ゴ リを参考 に してい る｡ しか し国 内技術 向上 の見 地か ら外国企業 はそれ ほ どた くさ

ん は入 れ ない ので は ないか と述 べ た｡

⑦ タイ科 学技術 開発 委員会 <6月 19日 14:30か ら 15:50>
企画 課長 Dr.NitChantramonkiasri

人材 の育成､ 研究 開発 システ ムの発展､ 日本 の技術移 転 についての評価 について

質 問 した ところ以下 の よ う｡

工業 に おい て技術 者 の不足 が 問題 とな ってい るが､ その解 決 には大学 の増設 も さ

るこ となが ら､ 中級 の職 業訓練 学校 のほ うが有効 ではないか｡

シンガ ポー ルでは人材 を外国 か ら呼び帰 す努力 を して い るそ うだが､ それ は高 い

給料 を払 え るか らで あ り､ タイで は賃金 が低 いの で同 じ ことをす るのは難 しい｡ 政

府 の外 国 留学 制度 は あ るが､ 帰 国 して働 く義務 が あるの で､ 人気 が無 い｡

サイエ ンスパー クの建 設 が､ 議論 され て い るが具体 的 には あ ま り固 ま っていない｡

各人各様 の考 えが あ る. 大事 な こ とは､ サ イ エ ンスパー クを タイの産業社会 に責 献

す るため には､ 研究 をす る側 とその研究 の成果 を使 う側､ 人､ 企 業 との密接 な コ ミ

ュニ ケー トが図 られ るよ うにす る必 要 が あ る ことだ.

日本 か らの技術移 転 について は､ 直接投 資 に伴 う技術移転 につ いて は､ 今 まで は

うま くい って いたが､ 日本企業 が単 純 な低 賃金労働だ けを求 め るのでは な く､ 高 等

な技術者 を育 ててい って ほ しいC そ うで な ければ今後 タイの なか で 日本 企業 は うま
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くや って い け な くな るか も しれ ない｡ 技 術 移 転契 約 に ついて は､ い まの と こ ろ タイ

の技術水 準 が 低 く､ 技術 者 も少 ない ので､ あ ま り うま くい って い ない の が実 情 で は

ない か と述 べ た｡

⑧ 東芝 タイ現 地事務 所 ･工場 <6月 18日 8:00か ら 14:00>
事務 所 所 長 田 島光 氏

東芝 デ ィス プレイデ ヴ ァイ ス社 長 新 谷要 氏

東芝 コン シ ュー マー プロダ クツ社 長 竹 田貞 雄氏

バ ンコク北 方､ 革 で 30分 のバ ンガデ ィ工 業 団 地 に両工場 とも入居 して い る｡ 1

988年 頃 か ら造成 され た新 しい団 地 で あ る｡ 工 場 の概要及 び技 術移 転 の難 しさに

つ いて聞 い た｡

(a)CRT工 場 は､ 1988年 8月設立 し､ 床 面積 2.4万 平方 米､ CTVの 14､

15インチの ブ ラウ ン管 を製造 して い る｡ 月 15万 本､ 年 180万本 を生 産 す る｡

従 業員 は 750名､ うち作業員 は 600名 で 3直 3交 替 であ る｡ 女子 が約 半 数 を 占

め てい る｡

工場 の建 設 は タイ大林 組 で施 工 した｡ 1989年 8月に工 場 建 屋 引渡 しを し､ 1

1月に機 械据 え付 け を終 了 した｡ 操 業許可 は本年 2月 にお りた. 製 品 は ア ジア向 け

直 接輸 出 が約 50%､ 間 接輸 出 が約 50%で あ る｡

タイの技術 者 をスーパ ーバ イザ ー と して 20人 ほ ど使 って い るO 保 守 管 理 係 が､

100人 い る｡ スー パー バ イザ ー は 日本 に 2､ 3か 月滞在 させ て研修 させ た. 日本

語 の研修 を海 外技術 研修 協会 で習 わせ た｡ その際 には イ ンス トラ クシ ョンは英語 で

行 った｡ 帰 国 後彼 らに マ ニ ュアル の タイ語 化 を させ､ ワー カー に習 わせ たo

タイの大 卒 は この よ うな製造 現 場 で は使 いづ らい面 が ある｡ タイの理 工 系 学生 の

卒 業生 は年 間 3000名 で あ り､ 彼 らは経 営 幹部 と して過 され る ことを望 ん でいて､

製 造現場 には来 たが らな い｡ 欧 米 型 の実 力主 義 の会社 を望ん で お り､ 日本 の年功 序

列 社会 に は馴 染 みに くい｡

技術者､ 労 働者 とも移 動 が激 し く､ 技術 の蓄積 を阻害 して い る面 が強 い｡ 少 しの

賃 金 の違 いで 引 き抜 かれ て しま う｡

部 品は るまとん ど日本 や ア ジアの 日系企業 か ら調 達 してい る｡ 機 械設備 は 日本 の 中

古 品 をも って きてい る｡ 日本 の他 の ブ ラウ ン管工 場 に比 して､ 自動化 は やや遅れ て

お り､ その分 は人員 が多 くな って い る｡ これ は 自動 機械 を入 れ て も保 守 が む ずか し

く､ 故障 した ときに直 せ ないか らで あ る｡

(b)東 芝 コ ンシュー マー プ ロ ダ クツ社 で は中小 型 冷蔵庫､ ウイ ン ド型 エ ア コンを

作 ってい る｡ 1989年 1月に設 立 され､ 各 20万 台生産す る予定 で あ る｡ 現在 7

00名 の従業 員 で､ 将来 的 には 1400名 にす る予定｡ 現在 作 業 員 が 500名 で 1

シ フ トだ が､ 将 来 2シフ トにす る予定 で あ る｡

技術者 はス ーパー バ イザー が 35名､ ソ フ ト (情 報､ 品質 管 理 )関係 80名 で あ
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る｡ 日本 人 は 16名 いて､ 経営､ 経 理､ 技 術面 を担 当 してい る｡

工程 は ほ とん ど日本 と同 じで あ るが､ 日本 よ り自動化 は遅 れ て い る0

現場 の技 術 者､ ワー カー を 70名 ほ ど3-4ヵ月､ 日本の工場 へ派通 したO

英 語 の作 業 指示書 を タイ語化 しワー カー に習 わせ た｡ 管理の ルー ル作 りや作 業 の マ

ニ &アル作 りは非常 に労 力のい る仕 事で あ るO タイの仕事の仕方 は欧米 に似 てお り､

トップダ ウ ンが普通 で あ る｡ 日本流 のボ トムア ップは期待で きない0

タイの人 は手先 が器用 で､ 目が良 いので細 かい作業 に向い てい る｡

部 品の調 達 は､ コ ンプ レ ッサー は 日本 メー カー が近 くに進 出 してお り､ そ こか ら

調 達す る｡ 簡 単 な金 属部 品は地 元 の メー カー に発注す る｡ それ以外 で難 しい部 品は

内製 す る｡ 冷蔵庫 は 日本 向 けで あ る｡

⑨ 韓 国科 学 技 術研究 院 (KIST) <6月 21日 10:30か ら 11:50>
科学 技 術 政策研 究評 価 セ ン ター所長 Dr. KimYoungWoo(金永祐 )

韓国 の長 期 的 な社 会経 済 と科 学技 術 の方 向 と問題点 を質問 したのに対 して､ 以下

の よ うに述 べ た｡

科学技 術 政策 の概 要 は経済社 会 5か年計 画 や 2000年 に向 けての科 学技術発展

長 期計画 な どが示 して い る｡ 政 府部 内で はハ イテ ク産 業 の発 展 について の法律 の準

備 を して い る｡

韓 国の科 学 技術 の 問題 として は第 一 に研 究 開発 の生 産性の 問題 があげ られ る｡ と

い うのは研 究 資源 つ ま り人 と研 究機 関に問超 が あ る｡ 研究投 資 は始 まったばか りで

な お少 な い し､ ス トックは少 ない｡ また研 究人材 の レベルも低 い｡ こ う した ことか

ら研究 の生 産 性 は低 い｡

第 二 に産 業 構造 の面 で韓国 は先進 国 と競 合 しやすいo 従 って技 術水準 が向上 しな

けれ ば先 進 国 に太 刀打 ち で きない｡ ところが技術 の移転 はなか なか難 しい状況 にな

ってい る｡

第三 に､ 企 業 の トップは技術 の育 成 に真剣 にな って い るが全体 として みれ ば､ ま

だ 自らの技 術 の立 ち後 れ や技術 進歩 の必 要性 が十分認識 され ない状況 で あ る｡ 例 え

るな ら体 の調 子 がお か しいの は気 が付 いて いて も どこが痛 いのか､ 悪 いのか解 らな

い状態だ とい え る｡

国際的 な技術移転 に つ いて質 問 したのに対 し､ 一般 論 として国 際技術 移転 は技術

水 準 のギ ャ ップが大 きい となか なか移転 しえない｡ こ うした こ とは技術 を与 える側

と取 り入 れ る側 の両 方 か ら考案 す る と良 く解 る｡ (デ ュアル ギ ャ ップセ オ リー)

と りわ け技 術 を取入 れ る側 につ いて は､ 国 に よ り技術 を理解 し､ 吸収す る能 力にお

い て差が あ る｡ その能 力 を高 めてい くの は 自らの努力 にかか って い る｡ 韓 国 はこの

点 でかな りの実績 を あげ て きたが､ 現在 困難 に直 面 してい る｡

また 日本 は各産業 を ワ ンセ ッ トで もって い な ければ気 がす まない とい う風 潮 は､

国 際 的 な分 業 の進捗 や国 際的 な技術 移転 を阻害 してい るので は ないか｡ 日本 の企業

の進 出は､ 集 中的に同 じ ところに出 て行 き､ 日本 人村 が形成 され た りす る傾 向が あ
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る｡ 言語 の壁 とい うもの以外 に何 か 日本 的 な特徴 が影 響 してい るので は ない か と考

え られ よ う｡

技 術協 力 とい うこ とで あれ ば､ 日本 もい ろい ろ な形 の支援 とい うの が あ るが､ い

ま一 つ印象 に薄 いもの が あ る｡ 朝 鮮 戦争 当時､ ス ウ ェー デ ンが派 遣 して くれ た病 院

船 が私 の記憶 に深 い｡ ス ウ ェー デ ン とい う と病院 船 とい うイ メー ジが あ る. そ うい

った モニ ュメ ン タル な ものを今 造 ることが 日本､ 韓国 の関係 改善 に役立 つ の でほな

い か｡

韓 国 で は民 間企業 が研 究 開発 に力 を入 れ る よ うに な り､ これ までの国 主導 の研 究

開発 体 制 か ら大 き く変 わ ろ うと して い る｡ 国 の研 究 の役割 が見直 され よ うと してい

る｡ 国 の研究 の評価 ･管 理 が必 要 で あ る との認識 に た ち､ その業 務 を KiSTの C

STPで 行 うこ とな った｡ その ため外国 の研 究 評価､ 管 理 につい て勉強 して い る と

ころで あ り､ 日本 の事 に ついて も良 く勉強 したい｡

⑩ 韓 国科 学技 術研究 院 <6月 21日 13:30か ら 14:00>
国際 広報 課 長 Mr.Jang Jai-Joong(張在重 )

日本 の民 間 の技術 移 転 につ い て の評価 を質 問 したの に対 して､ 韓国 の産 業 の技術

水 準 は低 く､ 日本 の協 力 が必要 だ と した うえで､ 日本 企業 の技術 移転 戦 略 は巧妙 で

あ り､ 韓 国企 業 は技 術 移 転 を受 けて も操業 して利 益 が 出 るまで に な らな いの が多 い

のが 問題 で あ る とした｡ 例 えば技 術 が韓国 に移 転 され た 2年 後 に は新 しい技 術 が開

発 され､ す ぐに利用 価 値 がな くな った り､ 包 括 的 な技 術移転 契約 の場 合 に は非常 に

技術 料 が 高 い とい う問題 があ る と した｡

これ らの解 決 のた め､ 彼 の個 人 的 な考 えで は､ 技術 移 転 につい て も っ と両 国間 で

きめ細 か いパ イ プが必 要 なの で は ないか と して い る｡ 完成 され た技術 の移 転 では､

そ う した移転 す る側 の戦 略 に巻 き込 まれ て しま うため､ よ りも っ とプ リコンペテ ィ

テ ィブな局面､ す な わ ち研究 開発 段 階か らの協力 が必 要 と感 じて い る｡ 例 えば､ K

ISTや 日本 の諸研 究 機 関の共 同研究 を行 い､ イ ンキ ュベー ター な どで事業 を起 こ

す とい うや り方 を提 案 したい と した｡ 共 同研 究 の設 定 に あた って は第 三 の専 門機 関

の設 立 や 政府 機 関の斡 旋 が有効 で はないか と考 えて い る｡

これ に対 し､ 当方 か ら良 い ア イ デ アで は あ るが､ 共 同研究 が成 立す るに は い ろい

ろな条件 が満 た され る こ とが必 要 で あ るの で､ 難 しい点 を乗 り越 えて い く必 要 が あ

ろ う｡ ま た､ イ ンキ ュベ ー ター よ りも日韓 の企 業 の科 学 技術 を土 台 と した ジ ョイ ン

トベ ンチ ェアの展 開 が有 効 で は な いか と感 想 を述 べ た｡

⑪ 韓 国科 学技 術処 <6月22日 15:00か ら 15:30>

技術 協 力局 長 Mr.KwonRapTaek (権 甲揮 )

将 来 の経済 社 会の動 向 と科学 技 術 のあ り方 につ いて質 問 した と ころ､ 以 下 の よ う｡

エ ネル ギー 開発 につ い て は原子 力 を進 めて お り､ 核融 合 の ITERな どの国 際 プロ
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グ ラムに参加 したい｡ 超電導 は将来 の経 済 社会 に大 きな影響 を与 えるもので あ りこ

の分 野 で も国 際 的 な協 力 が必要 で あ る｡ 炭 酸 ガスや フ ロンについ ての規 制 について

も同様 な こ とが言 え る｡

次 に先 進国 か らの技術移転 につ いての見 解 を聴 いた ところ､ 技 術移転 については

ノテ ウ大 統領 訪 問時 に提案 したが通産省 は政府 の問題 ではない と して取 り合 って く

れ なか ったの で､ 日本政府 も指 導 力 を発揮 してほ しい と述べ た｡

⑱ 韓国商 務部 産業研究 院 <6月22日 16:00か ら 17:00>

日本 室長 Dr.Kin Do-Hyung (金都亨 )

最近 の韓国産業 の技術 発展及 び 日本か らの技術移転 について質 問 した ところ､ 以

下 の よ う｡

韓国 の工業 は､ 今､ 労賃 の上 昇 に伴 う技 術 開発 の必 要性 に直面 してい る｡ 財 閥企

業 は研究 開発 を進 め てい るが､ なか なか うま くい って いない｡ 製 造業 は伸 び悩 んで

お り､ 雇 用者 が減少 して い るが､ ソフ トの プ ログ ラマー は 26万 人不足 す る と予測

され てい る｡ しか も大卒 クラスの末就職率 は商 いな どの雇用 の ミスマ ッチも あ る｡

韓 国 の工業化 に とって機械電 子 部 品産 業 が育 ってい ないこ とは大 きな問題 であ る｡

育 たない理 由 は､ 大 手企業 は部 品の 内製 も してい るが､ 多 くは 日本か ら輸入 してお

り､ 他方､ 中小 企業 は技術 力が低 くて信 頼性 の高 い部 品 を作 れ な いこ とにあ る｡

韓 国 の企業 は､ 1985年 か らの 円高 で順風の お りには技 術 開発 に熱心 で はなか

った｡ その後 で こうい う事態 に な ったが､ す でに 日本 か らの OEM生産委託 も減少

す るな ど技術 進歩 に は不利 な状 況 に な って い る｡ 中小 企業 に おけ る技術進歩 は決定

的 に重要 であ るが､ 技術者､ 技能 工 の養 成 か ら始 め る必要が あ り､ 急 には改善 しな

い｡ じっ くり産 業界 も取 り組 ん で い く必要 が ある｡

日本 も この面 で技 術者 の教育 訓練 な どの援助 を して い るが､ そ こで問題 なのは金

属 加工 な どの ノ ウハ ウ ･こつは なか なか教 えづ らい とい うこ とで あ る｡ 教 え る側 も

教 わ る側 も熱 心 だが､ 結果 は うま く行か ない とい うこ とがあ りうる｡ 加 えて 日本語

とい う言 葉 の 問題 が あ る｡ 技術 指導 をす る場 合､ ソフ トの充実 とい うこ とに一層 の

配 慮 を期 待 したい｡

⑩ 韓 国 ジ ェ トロ <6月22日 10:00か ら 12:00>

次長 崎 岡洋 右氏

外資 の投資 は これ まで 50%が上 限 で あ ったが､ 1989年 か ら 100%自由化

され てい る｡ そのか わ り合弁企 業 へ の法人税 減税 な どの､ 投 資促 進 イ ンセ ンテ ィブ

を廃止 した｡ 逆 に外 資 は労働集約 産 業 が徐 々 に撤退 を始 めてい る｡

技術導 入 とい うこ とにつ いて は､ 陳腐化 しかか って い る技術 といえ ども､ まだ非

常 に重要 な役 割 があ る｡ 中小企 業 の技術 水準 の低 さを考 える と､ なお中程度 の技術

に対す る需要 は多 い と思 われ る｡ 例 えば染 色技術 は追 いついてい るとい って い るが､

実 情 はそ うで もない よ うで あ る｡ 日本か ら退職技術者 を招 いて技 術指導 を受 ける と
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い う例 が あ るが､ それ は 日本 に してみれ ば高齢者 の活用 とい うこ とにな り､ 双方 に

とって メ リッ トが あ るの ではな いか｡

輸入先 多角化 とい うこ とで､ 日本 か らの輸入 に制限 を事実 上加 え､ 国産化 す る と

い う政策 を とって きたが､ その 品 目数 はか つての千数百 品目か ら七百数十 に減 らし

て きてい る｡ それ は､ 国産化 が難 し く部 品調達 に影響 を及ぼす とい うこ とで､ 計 画

を見直 してい るか らで あ る｡

韓 国 で は､ 技術高 度化 につい て は､ 外 国 と くに 日本 か ら新型 の機械 を買 う とい う

こ とが まず考 えられ るよ うであ る｡ しか し､ 全般 に品質 管理 な ど ソフ トを軽 く見 て

い る傾 向が あ り､ それが技術高 度 化 の ネ ックにな る とい う傾 向 が あ る｡ また､ 儒 教

的 な文化 のなかで､ 現場 で汗 を流 して働 くとい うこ とが重要 視 され ない風 土 があ る｡

ソ ウル大学卒 業生 を某航空会社 が採用 し､ 最初研修 で整備を させ た ところ､ みなや

め て しまった とい う話 が あ る. ホテルな どサー ビス業 で も現 場 の人 にマニ ュアル ど

う りや らせ る とい うことが容易 ではない｡ 商業､ 工業 を重視 しなか った とい う歴 史

的 な ことが影 響 して い るのでは ないか｡

自動車 の生 産 も信 頼性 にはい ま一 つの ところが あ る｡ 1986年時点 では韓国車

は 日本製 部 品 が多 か ったので故 障が少 なか ったが､ 今 で は国産 品 を増 や したため に

故 障 が多 くな ってい るよ うな印象 が あ る｡

大徳科学技 術 団地 は 1973年 か ら造成 を始め て お り､ 1993年 に完 成 させ る

予定 で あ る｡ 大学卒 業者 は､ 景 気 の停滞 と､ 大学進学 率 が上昇 し卒業者 数 が増 えた

ため､ 就 職難 を迎 えてい る｡ と くに女子､ 文科系 は就 職 が難 しい｡ 大学 卒 は公式 に

は数 %の失業 率 と言 われ てい るが､ 実際 に は 3割 程 度 で はないか｡ 技術 移転 につ い

て は産業技術 振興協 会 1989年度産業技 術 自書､ 技術導入年 次 報告､ 科学 技術 年

鑑 な どの資料 があ る｡

⑭ 韓国 TDK <6月22日14:20か ら 16:00>

社長 水野正男氏

韓 国 TDK社 は ソ ウル市九老 区工業団地 に位置 して お り､ 主 な製造 品 目は フェラ

イ トコア､ コイル､ セ ラ ミック コンデ ンサ ーな どで あ る. 1973年 に得意先 が韓

国 に展 開 して い った こ とが動機 とな り､ 韓 国 に進 出 を果 た した｡ 立 ち上 が り当初 は

TDK51%､ 現地 49%の合 弁 で あ ったが､ 1986年に株 を買 い取 って 100

%子会社 にな った｡ 従業 員 は 880名､ 敷 地 1.6haで あ るO 主要取 引先 は韓 国 セ ッ

トメー カーで あ り､ 組 み込 まれ た部 品は間接輸出 され る｡

TDK社 の韓国 に おけ る技術 移転 につ い て質問 した ところ応答 以下 の とお り｡

まず設備 の オペ レー ター が不 足 してい るO 定着 率 が悪 いの で人 材 の育 成 は それ を

見 越 して おか なけれ ばな らない｡ 部 品 も外 注 だ と精度 が悪いので 内製工作 部 門を持

ってい る｡ 材 料 は日本 か ら輸 入 してい る｡

一般論 としてほ歴 史 的 に職人 をあ まり重 要視 して こなか ったの で､ 現 場 の もの作

りを軽視 す る風潮 が あ るO 理工 系大卒 とい え ども現 場 に入 りたが らないO 品質管 理
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な どの横 のつ なが りが必 要 な こ とは伝統 的 に縦型 社会 なので難 しい｡ 例 えば購買 は

品質 の こ とを考 えないで値 の安 い ものを買 うので､ 現場 では不良 品がで きる とい う

よ うな具 合 い で あ る｡ また､ 技 術 の普及 とい うこ とでは､ 自分 が学 んだ技術 を他 人

に は教 え よ う としない風 潮 が あ る｡

韓 国 は 1962年 か ら 6000件 余 りの技術 を輸入 してい るが､ 十 分使 い こなせ

ないのが実情 で はないかO マニ ュアル通 りにや るだけで､ 品質 改良 まで はいかないo

多 くの工 場 で部 品や ほ とん どの生産 設備 は輸入 品 であ る｡ 安 い賃金 を利 用 したOE

M生産 が今 で はな くな って きたので､ 技術 向上 を図 る契機 が少 な くな ってい る｡

韓 国 の エ リー トは デス クワー クを好 み､ 新 しい もの を取入 れ たが る｡ しか し工程

管 理 を重 視 せ ず に､ 一部 の ライ ンに最新式 の機械 を入 れ た りす るので､ か え ってむ

だ にな る｡ 大 学卒 は プライ ドが あ るのでい い仕事 でない と就 職 したが らない｡ 新規

大 卒 の失 業率 は 4割 近 い のでは ない か｡

生産 の全 自動化 が進 む と日本 でや ってい る方 が条件 が良 くな る｡ 機械 設備 を輸 入

す る と税 金 や輸送 で 日本 よ りコス トが 7割 増 しに もな るので､ 多少 の労 賃 の違 いは

意 味 が な くな る｡

日本 は技術 を出 し惜 しみ して い る と批判 す るが､ 韓 国 が導 入 した技術 の多 くは 日

本 か らで あ る｡ 日本 か ら多 く技 術導 入す るの は､ 地理 的 に近 く､ また知 合 い も多 い

か らであ る｡ 日本企 業 は仮 に韓 国 に納 めた設備 に不具 合 があ ると､ 修理 に飛 んで く

るが､ 欧米 か らは そ うは いか ないO 韓国国 民 のあ る種 の複雑 な意識 が技 術移転 を阻

害 してい るの で はないか｡

5.現地 調査 を終 えた所 感

① 人 材 の育成 の必要 性 とその協 力

技術 の 向上 の鍵 は科学 技術 の人材 の育成 にかか って い る｡ これ は従来 か らも､ 各

国 で 自助 努 力 してい るが､ 引続 き人材育成 を続 け､ 技 術者 の層 を厚 くしてい く他 は

な い と思 われ る｡ その た めに は先進 国の効 果 的な支援 が望 まれ る｡ 日本 として も技

術 者教育､ 育 成基盤 の充 実 に積極 的 にODAを活用 してい くこ とや､ 現 地 にお け る

工 学 教育 を 日本 か ら技術 訓練､ 現場 の専 門家 を送 り､ 支援 してい くこ とな どが考 え

られ る｡ そ うい った専 門家 の養成､ 教育 ソ フ トの充実 な どの点 も必要 で あ る｡

そのよ うに して技 術者 層 が厚 くなれば､ 技術移 転の壁 として指摘 され てい るジ ョ

ブ ホ ッピングの問題 も 自然 に解 決 してい くと思われ る｡

② 技 術移 転 に ついて の認 識 の ギ ャップとその対応

技術協 力の 問題 に は与 える側 で あ る先進 国 と受 ける側 の国 との大 きな認識 の ギ ャ

ップが存 在 してい るO つ ま り､ 与 え る側 はか な りな努 力を してい るつ も りなの に､

受 け る側 はそ う思 ってい ない とい うことで あ る｡ 具体 的､ 客 観 的 に政府､ 民 間 を通

じて どの程度 の技術 協力 が され ていて､ 国 際 的 な水準 として どの レベル にあ るとい
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うこ とを双方 が認識 す る こ とが まず 重要 で あ る｡ したが って 日本 が､ 具 体 的 には ど

うす るか示 せ ない と相手 国 に期 待 を持 たせ るだ け に終 わ り､ か え って好 ま し くない

結 果 にな りか ね ない｡ 経 済協 力 の額 をめ ぐって 日本 が 非難 され た よ うに技 術 協力 に

つい て も 日本 へ の非 難 が 起 こ りかね ない｡ これ を防 止 す るた め に は､ 技 術 移 転 の 内

容､ 方法､ 効 果 等 を 明 らか に して､ 各 国 ご とに対 応 してい くこ とが重要 で あ る｡ そ

して政府 ベー ス､ 民 間ベ ー スで何 が で きるか をは っ き りさせ る こ とが摩 擦 を 回避 す

る道 では ない か と思 われ る｡

⑨ 現 地研 究 開 発機 関 の整 備 に対 す る協 力

優 秀 な人材 がいて も研 究機 関 ･支 援基盤 が整備 され ていな い と､ 頭脳 流 出 の よ う

な事 態 が起 き る｡ 研 究 開発基盤 を確 立 す るには多 くの資金 と人材 が必要 で あ るが､

各 国 の技 術 開 発 の ポ テ ン シ ャル を高 め るに は これ が不 可欠 で あ る｡

この解 決 の一 つの方法 として シンガ ポー ルが行 って い るよ うな国策 と して のサ イ

エ ンスパ ー クの推進 が効 果 的 と考 え られ る. 科学 技 術 の タレ ン トは人 種 を問 わず ど

この国で もい るはず であ るか ら､ 彼 らが集 まるよ うな外国企 業 の研究機 関 を作 って､

そ こで技 術 的 蓄積 を図 る こ とが重要 で あ り､ 各国 の技 術 レベ ル ア ップにつ な が るの

で あ る｡ 最近 で は研 究 開 発拠 点 の現 地 へ の グ ロー バ リゼー シ ョンが進 み､ 日本企業

も含 めて先進 国 の企 業 が R&Dを海 外 で行 い始 め て い る｡

日本企 業 で も将来 的 に は ア ジアで R&Dを進 め る こ とが必 要 で あ り､ それ は 日本

企 業 に と って も､ 現 地国 に とって も プ ラス にな る こ とで あろ う｡

④ 先進国 のハ イテ クを利 用 した途 上 国固有 の問題 及 び全地球 的 問題 の解 決

ア ジアの国 で は産 業 ･生 活 の イ ン フ ラ整 備 が大 きな ネ ック とな って い る｡ それ は

極 めて多 額 の資金が必要 で あ り､ 高 度 な技 術 を要 す る場合 も多 い｡ この解 決 のため

に新 しい技 術 開発 を し､ 省資 源 的 ･効 率 的 に これ を解 決す る こ とが考 え られ る｡

例 えば､ 太 陽発電 の熱 帯地方 での利用 や､ バ イ オ技 術 で特 殊 な気象､ 土壌 に適 し

た穀物植 物 を発 明す るな ど､ 途 上 国 固有 の 問題 を ハ イ テ クで解 決 す る とい う ことで

あ る｡ 途 上 国 におい て どん な課題 が あ り､ どん な技 術 上 の要 求 が あ るか を 明 らか に

して (つ ま りデ マン ドア- テ ィキ ュ レー ン ロンを明確 に して )､ 先進 国 と途 上国 が

共 同 で解 決 に 当 た る こ とが考 え られ る｡

⑤ 科 学技 術 基 盤 の実 態 を踏 まえた ヴ ィジ ｡ンの必 要 性

各 国 とも科 学技術 政策 は､ 国 の経 済 開発 政策 の一 環 として位 置 付 けて きた｡ 政策

目標 として重 要技術 分野 を選定 して い るが､ しか し､ 実際の科 学 技術 の状 況 を踏 ま

え る と必 ず しも､ 現 実 的 ･効果 的 な 目標 設 定 で は な い と思われ る｡ それ ゆ え実際 に

は､ 資金 難､ 人材難 な どのため行 き詰 ま って しま う危 険性 が考 え られ る｡ 各 国 の実

態 を踏 ま えつ つ グローバ ル な観 点 か らの ヴ ィジ ｡ンを描 き､ 段 階 的な発 展 の シナ リ

オの策定 が必 要 であ る｡
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6.参考 資料

(1)各国 の科学技術 行政 組織
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タ イ の 科 学 技 術 行 政 組 織
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韓 国 の 科 学 技 術 行 政 組 織 (科 学 技 術 処 )
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(2)各国の科学技術指標

Year

1978

1981/82

1984/85

1987/88

ZSO~

I

l

l

oo

so

oo

2
(u1
9)
a

JnlTP
u
a
d
x

3
QS'tZ

シン ガポ ールの 科学 技 術指 標

R&DEXPENDITURE

GROSSR&DEXPENDrTUREBYSECTOR&
YEAR

Private
Sector
(Sm)

25.5

44.2

106.7

225.6

Higher
Education
Sector(令m)

8.2

24.3

69.6

95,4

Government
Sector
(Sm)

4.1

125

38.0

53.7

Total

(Sm)

37.8

81.0

214.3

374.7

GROSSR&DEXPENDITUREBYSECTOR&YEAR

8

82

85

88

197

m

抑

m

曳

□

□

□

Governrnent HigherEducatlOn PrivateSector

R&DMANPOWER

R良DMANPOWERBYOCCUPATION良YEAR

Year

1978

1981/82

1984/85

1987/88

RSE

818

1193

2401

3361

Technicians

SOS

807

1359

1526

Other
Supporting

Staft

349

741

1126

989

Total

1672

2741

4886

5876

R良DMANPOWERBYOCCUPATION&YEAR

1978 1981/82 1984/85 1987/88
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SCIENTIFIC良TECHN工CALTRAINING

NUMBEROFUNDERGRADUATES&POSTGRADUATES
ATNUSANDNでⅠ

AcademicYear

Science&Engineering
undergraduatestudents

Science&Englneerlng
postgraduatestudenLs

1985-86

6909

624

1987-88

7845

761

%Increase

14%

22%

CRADUATE&POSTGRADUATEOUTPUTFROM
対USANDNT王

Year

Science&Engineering
graduates

SclenCe&Engineerlng
postgraduates(MSc,PhD)

NUMBEROFUNDERGRADUATES&GRADUArE
OUTPUTFROMSINGAPOREPOLYTECHNICAND
NGEEANNPOLYTECHNIC

Year

SclerlCe良Englneerlng
students

Science良Engmeerlng
graduates

1987

15%

59%

出典 : シンガポール科学会議資料
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タ イ の 科 学 技 術 指 標
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Teclm.DlogyFeePaymerltOfTnailana (1982-1985)
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韓 国 の 科 学 技 術 指 標

年度項目 '81 '82 '83 ･841'85 '86 '87 '88

技術間誰 ･f斗畢技術投棄某紙(10億ウJl) 412.9 555.1 728.2 957.日 1.286.2 i,666.32,C62.92,629.0'･打撃技術投資/GNP(%) 0.別) 1.07 1.23 1.44 1.77 1.99 2.12 2.40+
投 :a･R&D投溌/菟tlij書rt(%) 0.54 0.58 0.66 1.03 1.23 1.35 1.52 1.87P

･研究闘人吉 R&D投資盲点(百万元) 14.1 16.i ユ9.4 22,5 27.9 32.4 35.6 -

研究人力 ･研究員数(千名)･人口千名誉 研究員巻文名) 2().7 28.4 32.1 37.1 41.5 47.0 52.8 -0.54 0.7: 0,80 0.91 1.01 1.13 1.25

研究餅 ･企業附設研究所数(価) 伝 92 124 152 183 2洪〕 455 604

馴究組合 .産業技術研究組合憩(個) - ll 15 19 22 28 35 44

･特許登鉄敷(件) .1,808 2,60g 2,433 2,365 2,268 1,894 2,誠 2,134

LXt-所有権Di規楕 ･韓凶工業規格保有数(紘) 7,265 7,3r6 7.413 7,415 7,476 7,586 7,弧ま 8,112
･KS表示許可保有件裏(種) 2,071 2,392 2,666 2,992 3,45) 4,041

247 308 362 437 451 517 637 751

107 116 150 213 296 411 524 676

註 '･*言値 低 ,P御領銅輯 低

研究関轟関係従事者穀 推移

(単位 :名)

区分 年度 1981 1983 l 1985 1987 '81-'87年平均埠加卒(劣)

汁 35,805 58,720 73,516 96,288 17.9

研 究 員 計 20,718 32,117 41,473 52,783 16.9

小 計 7,165 12,586 . 18,996 26,104 24.0

研 産 博 士 79 155 251 467 34ー5

業 碩 士 612 1,861 3,594 5,231 43.0

堤 】掌 士 5,685 9,738 14,280 19,502 22.8

其 他 789 832 871 904 2.3

博 士 2,831 4,925 6,564 8,976 21_2

碩 士 3,993 6,942 7,165 7,550 ll.2

掌 士 1,493 1,076 1,072 900 △8.1

其 他 171 1 194 134 69 △14.0

･研ウ̀こ 小 計 5,065 6,308 7,154 9,184 10.4博 士 593 763 1,105 2,012 22.6

一九 輯 士 1,398 2,227 2,998 4,162 l 19_9

機関 撃 士 2,838 2,576 2,532519 2,686324 △0.9ナ 其 他 236 742 5.4

其 他 - 86 388 - -

究 補 _助 員 8,815 13,777 18,149 22,376 16.8

賓料 :村畢技術虞,科撃技術年鑑,各年度

出典 : 韓国産業技術白書89年
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(3)クエスチョネア (調査前に各国科学技術政策部署に配布 したもの)

ScienceandTechnoTogyinAsia

(1)Prospects of Asian development and Japan′s technological

cooperat土on.

The countries in Asian countries have been rapidly indus-

trializing in recent years and this area boasts the highest

economic growth rate in theworld. One ofthe factors accounting

for this outstanding perfom ance 土s the technologlCaldevelopment

arising from the introduction of technology from developed coun-

tries. =n Asian countries, more advanced industrial technology

is widely considered indispensable for further economic develop-

ment.

Japan isone oftheworld'smost economically and technolog-

1cally advanced countries, and is expected to promote close

cooperat土onw土th Asian countries. 工n this context′ fo11ow土ng.two

issues should be considered for constructing.a framework of

Japan's international cooperation with those countries in the

fields ofrscience and technology. (i) From such a view,in

what 王orm′on what scale′and in which fields Japan v土11 be

expected to play role in science and technology cooperationWith

Asian countries, (上土) What differences lie ln the science and

technology policies and the situation surrounding science and

technology activity among Asian countries.

For thispurpose, it is also necessary to engage in dialogue

between Japan and those countries ln order to try and under-

stand their particular needs′aswell as to determine what sort

of technological cooperation is most suitable and most likely to

produce the desired results.

(2)Technology transfer and trade friction

As for a development of technology,in addition to govern一

mental cooperationmentioned aboverthe following points should

be reflected ;
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First, private industries of Japan and other developed

countries have been cooperating with Asian countries for indus-

trial development and economic growth through direct investment,

technical tie-ups, and other forms of technological assistance.

private industry′s act土vit土es are used to require the economic

and political stab土1ity 土n those countries･

Second′ in recent years there has happened the trade fric-

tion over the export of industrial products between U.S.and

some of the Asian countries.Therefore those Asian countries are

moving toward adjustment phase ofthiseconomy･

(Questions)

1 - Science and technolog.y po1土C土es

(i) budget for science and technology,research and development

expenses paid by private industry,research organizations,number

of researchers,quantity of scientists and engineers,Capacity of

higher educational institutions, "brain-drainl'problems,etc･

(土工) the pr⊥orlty of science and technology policy and エn this

context,what do you expect to advanced countries?

2 - Revlew on the effect of technology transfers resulting from

technical tie-ups and direct investment by Japanese business･

工f it 土spossible.please show usquantative data on 土L

e.g.amount of technology introduced′ number of OEH contracts ,

number of caseswhere industrieshave･relocated

3 -What is the prospect of economicr social and technological

development in you工･COuntry 土n cons土derat土on ofthese s土tuat⊥ons･

e･9･ tO Solve trade friction

emergence ofhigh technology
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Purpose ofv土S土t

l でhe purpose of this visit to your country エs to know and get

more 土nformat土on about,

(i)the direction of the S&T policies and the circumstances in

which the S&T policy are involved concretely and

(土i)the expectation for cooperation with Japan ′U.S.and West

Europe and

(iii)the effects of technology transfer by Japanese enterprises'

activities in your country･

That is for constructing a policy on cooperation in the field of

science and technology betveen Japan and Asian countries

2 We are researchers and not in a position of policy making･

This investigationwillbe useful for making the basic recogni-

tion for constructing a policy in Japan.

3 Workshop on international coope_ration in the Asia Pacific

area in the field of science and technology was held in Tokyo in

February and there were talk on operation ofASCA and so on.And

we Would like to have an additional understanding about these
matter.
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